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一 はじめに

今日ヨーロッパや日本において債務法，契約法を中心とする民法典の改正が
行われ，あるいは進められつつあることは周知のごとくであるが，それと並ん
で家族法，相続法の改正作業も進められている。債務法，契約法の改正は，多
様な取引の展開やグローバリズムの進行を反映していると思われるが，特に
ヨーロッパではEU指令が各国にEUの定めた統一基準の国内施行を要請してい
ることが民法改正の主要因となっている場合も多いであろう。家族法の改正は，
EU域内ではシェンゲン協定の発効とともに民族間の交流が加速され，伝統的
な家族法のルールが新しい価値観に裏打ちされた新たな婚姻ルールや親子法の
ルールに置き換わっていることがその主要な原因の一つとなっているように思
われる。フランスやドイツ，そして本稿でとりあげたオーストリアでも，特に
近時において家族法の改正が何度か行われた。そしてそれにも影響されている
が，相続法の分野でも，特にこの２０年の間に法の改正が幾度か繰り返されてい
る。家族法の分野でも，特にヨーロッパを中心とした共通法の制定の動きがみ
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られるが，これはこれまでのところ学者サイドの研究といってよいであろう。
相続法については，共通法の策定ではなく，国籍を異にする者の間で発生した
相続にどの国の相続法を適用すべきかに関するEU規則（EU-Erbrechtsverord-
nung）が制定され，実務ではこのEU規則が国際相続法の重要な典拠となって
いる（１）。そしてEU加盟国を含むヨーロッパ諸国ではこれまでにもドイツやフ
ランスなどでは相続法の改正が行われてきた。その改正の重点は，主に各国で
認められてきた，古くローマ法に起源を遡る遺留分の制度を以前の形のままで
今日でも維持すべきか，および近年増加してくるとともに特に欧米で合法化さ
れていることの多い事実婚，同性婚（登録生活パートナー）の夫婦，カップル
の間で相続またはそれに準じた扱いを認めるべきかに置かれている。
オーストリアと同様２００年前に制定された民法典を持つフランスでは，２００１
年の末に生存配偶者が夫婦間に生まれた子とともに相続する場合には，相続財
産の４分の１の所有権か現存財産全体の用益権を選択しうるという，通常の場
合に配偶者相続権を認める規定が設けられた（２）。次に生前贈与や遺贈において
贈与者や遺贈者が受贈者や受遺者に対してその財産を保全し，かつ受贈者や受
遺者の死亡の際は，あらかじめ贈与者や遺贈者によって指定された者にその財
産を与える義務を負担させるというかつては広く認められたが，フランス民法
では一般的に禁止されていた制度（信託的継伝処分（substitutions fidéicommis-
saires））が，２００６年の相続法改正に際して段階的恵与および残存物恵与
（libéralités graduelles et résiduelles）として拡大された（１０４８条以下）。ま
たフランス民法では権利者や遺留分の範囲が広く，遺留分を相続分の一部とす
る（現物での返還を請求できる）強固な遺留分制度が採用されていたが，２００６
年に遺留分権利者の範囲，遺留分の範囲が制限され（直系尊属の遺留分は認め
られない，受益者が減殺補償金の支払をなしうる（９２４条），遺留分の事前放棄
を厳重な要件のもとになしうる（９２９条以下）など），遺留分権が弱体化された（３）。
さらにフランスでは１９７２年に嫡出子と非嫡出子を平等に扱う法改正が実現した
が，１９９９年には日本の内縁に当たる場合だけでなく，同性者間の共同生活にも
一定の法的保護を与えるいわゆるパクス（PACS）という制度が定められ，当
事者が裁判所に共同で届け，登記簿に記載されることによって第三者に対抗で
きるものとされた。そして２０１３年には同性婚を認める「すべての者のための婚
姻に関する法律」が制定され，婚姻が同性間でもなしうるとされた（４）。このよ
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うな婚姻ないし共同生活者間でも婚姻配偶者間と同様またはそれに近い効果が
認められるということである。
ドイツでは戦後しばしば親族法が改正されたが，それに付随して１９６９年の非
嫡出子法改正で嫡出子と非嫡出子の法的地位の平等扱いが実現した（ただし非
嫡出子には債権的請求権が与えられるにすぎない）。配偶者の相続権も強化さ
れた。１９９７年には親子法が改正され，嫡出子と非嫡出子の区別は完全に消滅し
た。また同性愛者の増加に鑑みて，２００１年には戸籍吏の前で当事者が意思表示
をするなど一定の要件のもとに同性婚を認めるために「生活パートナーシップ
法」が制定された（５）。この法律は，２００４年の改正を経て，同性者間に異性者間
の婚姻とほとんど変わらない要件，効果を与えている（相互に相続でき，遺留
分もある）。ただし本法施行後も同性者の多くは必ずしもこの制度を利用して
いないといわれる。これに対してドイツでは，日本の内縁に相当する婚姻外生
活共同体については今日に至るも立法的解決は得られていない。子に対する関
係は１９９７年の親子法によることになるが，内縁当事者間の関係は組合契約に関
する規定の適用などがなされるにとどまる（６）。戦後の相続法改正の主要テーマ
となったのは，少子高齢化社会の到来に伴う遺留分制度の改正である。しかし，
遺留分の制度が相続権を保障した基本法１４条１項や６条１項の問題とされたこ
ともあり，２０１０年にようやく実現した相続法改正でも遺留分法の改正は小規模
であった（７）。
わが国の相続法改正は，２０１０年代になって主に学者サイドで議論されるよう
になったが，２０１６年７月には，高齢化社会の進展や家族の在り方に関する国民
意識の変化等に鑑みて，法務省民事局が①配偶者に被相続人死亡後遺産分割ま
での間建物を無償で使用することのできる権利を付与する，②配偶者の相続分
を一定の要件のもとに増加する，③遺言の作成方式を緩和する，④遺留分につ
き金銭的請求権を原則化する，⑤相続人以外の者が被相続人の療養，看護にあ
たった場合の金銭補償の制度を定めるという改正提案を公表した（８）。このうち
特に①の提案は，嫡出子の相続分と非嫡出子の相続分を平等とした平成２５年の
最高裁大法廷決定（９）およびそれに基づく改定後の民法９００条４号の影響を受け
ていることは周知のとおりである。オーストリアでは２０１５年の改正以前から，
配偶者の住居の居住権は，後述する配偶者相続権に付加して認められる先取り
遺贈の制度などによって守られている。②は，戦後のドイツの相続法改正でも
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みられたものであるが，現在法制審議会で反対意見も有力といわれ，制定法と
して結実するかどうかは予断を許さない。③，④の提案は，フランスや以下で
取り上げるオーストリアの近時の相続法改正で実現したところであり，わが国
でも実現する可能性が大きいといえよう。⑤は，いわば法の欠缺を補うもので
あり，基本的にはぜひ実現させるべきであると考えられる。今回の相続法改正
案は，相続法全体からみると一部分の改正に過ぎず，我が国の相続法の体系を
基本的に維持したうえで，現在特に改定の必要性が高いと考えられる個々の具
体的論点を手直ししようとするものにすぎない。その点本稿で取り上げる２０１５
年オーストリア相続法改正は，相続法のほとんど全部の条文にまたがる本格的
な改定であり，相続法の教科書も書き換えねばならない。オーストリアが相続
法の全面的改正を行った原因は，なんといっても制定後２００年を経過したこと
が挙げられる。これはオーストリア新相続法における幾つもの専門用語の現代
語への置き換えを見れば明らかである。その他ドイツ，日本と同様にオースト
リアでも遺留分制度の見直しが問題になっていることを特筆することができる。
これは近時における少子高齢化という共通の家族構造や社会観念の変化から説
明できると考えられる。
以下には２０１５年のオーストリア相続法の全面的改正を改正前のオーストリア
法と対比したうえで，その全体像を明らかにしたい。もともとオーストリアの
相続法は，わが国とは異なり，被相続人による相続人の指定も可能であり，ま
た夫婦間に限られるが，ドイツと同様相続契約の効力も認められる。さらに法
定相続人の範囲についても，曾祖父を第４順位とするなどわが国の法定相続と
は違った規定を有する。もっともこの最後の点は，多分に歴史的な由来を有す
るように思われる。その他同性カップルや事実婚当事者間，あるいはそれに近
い場合の相続関係も，後述するように特に新法においては日本とは異なり，配
偶者間と同様またはそれに近い扱いが認められる。筆者はこれらの点について
もオーストリア法を参考にすべきだとは考えていないが，将来的に日本も相続
法の全面的な改正を行うことになれば，このオーストリアの相続法の全面的改
正が一つの参考事例としての意味を有すると考える。

〈注〉
⑴ オーストリアでは２０１５年８月１７日から施行された。EU-ErbVOによれば，原則と
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してEU内の被相続人の常居所地の裁判所が管轄権を有する。
⑵ 原田純孝「フランス相続法の改正と生存配偶者の法的地位」判タ１１１６号（２００３年）
６９頁以下，１１１７号６２頁以下，１１２０号３５頁以下，幡野弘樹「フランス相続法改正翻訳」
法時７５巻８号（２００３年）７２頁以下。

⑶ ミッシェル・グリマルディ（北村一郎訳）「フランスにおける相続法改革」ジュ
リ３５８号（２００８年）６８頁以下，西希代子「遺言自由の世界的趨勢―フランス法改正
の意義と日本法への示唆」公証法学４４号（２０１４年）１頁以下，五十嵐清・ヨーロッ
パ私法への道 現代大陸法への歴史的入門（悠々社，２０１６年）１３０―１３２頁。

⑷ 大島梨沙「フランスにおける非婚カップルの法的保護―パックスとコンキュビ
ナージュの研究」北大法学論集５７巻６号（２００７年）１１７頁以下，５８巻１号２１０頁以下，
サビーヌ・マゾー＝ルヴヌール（大村敦志訳）「フランス国内法における異なる配
偶形態間の競合」ジュリ１４２６号（２０１１年）９３頁以下，大村敦志「パクスその後―私
事と公事の間で」水野紀子編・社会法制・家事法制における国家の介入（有斐
閣，２０１３年）１１５頁以下，五十嵐・前掲書１３０頁。

⑸ 林喜美「ドイツにおける家族をめぐる新たな立法―生活パートナーシップ法と暴
力保護法」同志社法学５４巻５号（２００３年）３６頁以下，渡辺康彦「ドイツ生活パート
ナーシップ法の概観」東北学院法学６５巻（２００６年）８１頁以下，６６号（２００７年）１頁
以下。

⑹ 五十嵐・前掲書２１９―２２０頁。
⑺ 基本法との関係につき，青竹美佳「遺留分制度の機能と基礎原理―ドイツにおけ
る遺留分権論の憲法論的基礎づけによる新展開」法学論叢５５巻１号（２００４年）２０頁
以下，３号２６頁以下，マルティン・シェプフリン（青竹美佳訳）「遺留分の憲法適
合性と遺留分制度」香川法学２６巻１，２号（２００６年）１６９頁以下参照。近時の遺留
分剥奪の基準に関するドイツの議論につき，川並美砂「ドイツ相続法の改正問題―
政府草案における遺留分の新規定を中心に」比較法雑誌４２巻４号（２００９年）１１１頁
以下，青竹美佳「相続廃除の基準としての「相続的共同関係の破壊」の現代的意義
について―ドイツ法における破綻要件の導入についての議論を参考に」修道法学３７
巻１号（２０１４年）１頁以下，五十嵐・前掲書２２０―２２１頁（改正法では生前贈与に対す
る持ち戻し請求権（１０年の時効にかかる）が毎年１０％ずつ減額されることになった）。

⑻ http:／／www.e-gov.go.jp／index.html.
⑼ 最大決平成２５・９・４民集６７巻６号１３２０頁。

二 ２０１５年改正前のオーストリア相続法

１ オーストリア民法典の生成と展開
１９世紀の民法典の編纂としては，１８０４年のフランス民法典（ナポレオン法典）
の制定と並んで，１８１１年のオーストリア一般民法典（ABGB）が名高い（１）。両
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者ともに基本的にローマ法の法学提要に範をとったインスティツツィオーネン
の編別構成を採用しているだけでなく，２００年を経過した今日においても，幾
多の改正を経ているとはいえ，いずれも効力を維持している。これらの法典は，
この２００年の間にヨーロッパを始め各国の民法典編纂に直接，間接に影響を及
ぼしたという点でも，特筆に値する。フランス民法典は，１９世紀においてベル
ギー，オランダ，ドイツの一部であるバイエルン，イタリア，スペインなどの
ヨーロッパ諸国だけでなく，中南米やカナダのケベック，中近東諸国，アジア
の旧フランス領諸国の民法典編纂にも影響を与えた（２）。これに対してオースト
リア民法典は，フランス民法典ほどではないが，東欧諸国を中心として影響を
及ぼした（３）。そして今日ではオーストリアの民法学者は，共通のドイツ語を話
す，１９００年にパンデクテン体系の民法典が制定されたドイツおよび１９世紀の間
に債務法典とそれ以外の民法ルールを包括した民法典の二つの法典を成立させ
たスイスの民法学者と一体となってドイツ法圏を形成している。これら三国の
間では民法ルールや民法学説の相互影響がみられ，民法典制定後のルールの改
正の際にもそれが少なからざる作用を及ぼしている。というより実際はドイツ
民法典の制定後オーストリア民法典の多数の規定は，ドイツ民法典のドグマに
照らして解釈し直されたといわれ，その傾向は債務法の分野で顕著であった（４）。
現在オーストリアで出版されている民法教科書の多くも，ドイツ式のパンデク
テンシステムに依拠しているといわれる。
また１９３８年にオーストリア，ドイツの合併後ドイツの婚姻法がオーストリア
のカトリック教徒にも適用され，この法律は戦後もほぼそのまま維持された（５）。
さらにオーストリアもまた，他の国々におけると同様に，２０世紀になると消費
者保護法，不法行為特別法，住居法，労働法など数多くの民事特別法が制定さ
れ，民法典の適用領域が大きく浸食される結果になっている。
オーストリア民法典は，１９世紀初めの農業経済から初期産業革命への移行期
の産物であり，その頃の主要な交通手段は郵便馬車であった。そのような時代
を反映する民法典は今日のように電子化が進んだ分業制に基づく産業，サービ
ス社会には対応できなくなっている。また２００年前に制定された民法典は，当
然ながら当時の用語を使って規定されており，しかもその時代の常として法律
に通じているべきであるとされた市民を念頭に立法されている。しかし，現代
の用語ははるかに進歩しており，規定の用語の多くが今日では古臭くなってい
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る（６）。さらに社会体制，経済体制の高度な進化の結果，民法典の制定当時は時
代に適合していたが，今日では死文化した多くの規定が見いだされるし（７），こ
の２００年間に展開された豊富な学説，判例が，特に不当利得法および損害賠償
法の分野で民法典と実務の間のギャップを益々大きなものにし，民法典の条文
とは関わりなく，独自の判例法が展開している（８）。しかのみならず，２０世紀の
末から２１世紀にかけてオランダ，ドイツ，フランスなど多くのヨーロッパ諸国
で新しい法典化ないし法典の大改正の波が起きている。そのような状況のもと
でオーストリア民法典の欠陥が益々大きなものになってきている。規定を整理
し，時代遅れとなった規定を削除するとともに，規定の内容を現代化して実務
の要請に答えることが必要である。これまでにもすでに時代遅れの法律の削除
が着手されていたが，２０１２年には民法典の全面的改正の計画が立てられ（９），
EU消費者金融指令（１０）の国内法化としての金融契約規定の改定（１１），民法上の組
合規定の改定がなされた（１２）。次いで計画されたのが相続規定の改定である。

２ 改正前の相続法の概観
⑴ 概観
オーストリア相続法に最も影響を与えたのは，ローマ法およびヨーロッパで
支配的であった伝統であろうといわれる。相続法が自然法的基礎を有するかど
うかは定かでない（１３）。
１９世紀には相続法の大きな改定は行われていない。相続法が広い政治的，イ
デオロギー的議論の対象とならなかったためである。しかしこの３０～４０年の間
に法定相続権の限界，非婚パートナー間の相続，配偶者の相続法上の地位，遺
留分権および遺留分への持戻権の改革などの問題が生じた。２０世紀の改定は，
主に家族法の改正に付随してなされたものである。近年には登録パートナーの
相続権の許容が認められた（１４）。
２０１５年改正前のオーストリア相続法でも，誰でも原則として死亡を原因とし
てその財産を自由に処分することができ（遺言自由の原則），死者がなんら終
意処分をしていない場合に法定相続が開始した。これは平均的相続人の意思に
向けられたものであり，相続しうる財産は死者の配偶者および最近親の親族に
帰した。遺言自由と法定相続の間に遺留分がある均衡をもたらした。被相続人
は特定の近い親族にその財産の一定割合を帰属させねばならなかった。彼がそ
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れを怠ったときは，遺留分権が近い親族に，遺言相続人に対して相当な価値の
支払いを請求する権利を許容した（１５）。
⑵ 相続権
イ 相続財産，相続権，相続人
死者の権利および義務の総体は，それが単なる個人的関係において基礎づけ
られる限り，その者の遺産または相続財産と呼ばれる（５３１条）（１６）。
すべての遺産，その全部に対する一定の部分（例えば，２分の１，３分の１）
を取得するという排他的な権利を相続権という。それは物権であり，その遺産
をわがものとしようとするすべての者に対して効力を有する。相続権が帰する
者は相続人と，遺産は相続人との関係では相続財産と呼ばれる（５３２条）。
オーストリアでは日本とは異なり，相続権は法律に基づいてだけではなく，
法律規定に従って表示される被相続人の意思や法律に従って許される相続契約
（６０２条）によっても生じる（５３３条）（１７）。そしてこれらの三種の相続権は併存
することができ，第一の相続人には最終意思に基づいて，第二の相続人には相
続契約に基づいて，第三の相続人には法律に基づいて各々遺産の一部を帰属さ
せることができる（５３４条）。ある者に全遺産の一定割合ではなく，個々の物，
ある種類に属する一つまたは複数の物，金額または権利が与えようとされると
きは，与えようとされる物は，その価値が遺産の大部分を占めるときでも，遺
贈であり，それが与えられる者は，相続人ではなく，受遺者とのみみられる
（５３５条）。
ロ 相続開始時期
相続開始時期については，オーストリアでは相続権は被相続人が死亡した後
に始めて開始し，推定相続人が被相続人より前に死亡したときは，推定相続人
はいまだ取得していない相続権をその者の推定相続人に移転させることもまた
できない（５３６条）。相続人が被相続人より長生きしたときは，相続権は，断念
（Entsagung）により異なった結果になり，または他の方法でまだ消滅してい
ない場合，相続前でも他の任意相続上の権利と同様にその相続人に移転する
（５３７条）。
ハ 相続放棄
自己の相続権を有効に処分できる者は，被相続人との契約によってあらかじ
め相続権を放棄することもできる。放棄契約が有効となるためには公正証書の
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作成または裁判所の記録による公証を必要とする。放棄契約は別段の合意がな
されない限り，その直系卑属にも効力が及ぶ（５５１条）。
相続放棄に関する５５１条の新規定により第３勅令（１９１６年）は，まず第一に
相続放棄が被相続人と相続人候補者の間の契約であり，その結果例えば相続人
候補者と他の候補者または第三者の間になされた合意が相続放棄契約ではない
ことに対するすべての疑いを除去しようとした。さらに第３勅令までに存在し
たが，疑わしいと受け止められた方式の自由が除去された。公証行為の要件を
すでに相続契約とのパラレル構成が支持する。放棄者の表示だけでなく，両当
事者の表示が公証されねばならない。相続放棄の効力は，たいてい契約当事者
の意図に合致する。それは疑わしい場合のルールに過ぎず，勅令の前は争われ
ていたが，強行法規ではない。疑わしい場合のルール（卑属への効力）は，実
体的な代襲の表現とみられる。卑属の権利は，尊族の権利に依存するに違いな
い。尊族は普通は子孫の負担においてその相続権を処分しえないからである。
相続放棄の取消はいかなる方式も必要としない。方式は被相続人の死亡後容易
に放棄の取消が主張されうるがゆえに疑わしい（１８）。
相続放棄は通例示談金と引き換えになされる。相続―および遺留分放棄契約
は被相続人と潜在的相続権者の間でのみ締結される。被相続人の生前になされ
た相続期待権者間の将来の相続権に関する契約は８７９条２項３号により無効で
ある。相続―および遺留分放棄契約は公正証書の方式を必要とする。相続放棄
契約は，遺留分放棄契約とは異なり，残りの遺留分権利者の遺留分請求権を増
加する。遺留分算定に際して相続分放棄者は存在しないものとして扱われるか
らである。したがって遺留分の放棄は通例，法定相続権の排除が相当な遺言形
成によっても達せられうるがゆえに，相続放棄に優先すべきである（１９）。
ニ 相続能力
財産を取得する権利を有する者は通例相続もなしうる。ある者がその権利を
取得することを一般的に思い切り，または特定の相続を有効に放棄したときは，
彼はそれにより相続権を一般的に喪失しまたは特定の遺産に対する権利を喪失
する（５３８条）。教会またはその構成員がいかなる範囲で相続能力を有するかは
政令で定める（５３９条）。相続能力は，現実に相続が開始した後でのみ決定する
ことができる。この時点は通例は被相続人死亡時である（５４５条）。その後に相
続能力を取得する者が登場しても，すでに適法にその者に帰属したものを他の
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者が剥奪する権利は生じない（５４６条）。
ホ 相続承認の効果
相続人が相続を承認すると同時に遺産に関して被相続人を承継する。両者は
第三者との関係では同一の人物とみなされる（５４７条）。被相続人がその財産か
ら支払うべき債務は，その相続人がこれを引き継ぐ。法律により課せられる罰
金は，死者の生前に言い渡されていない限り相続人に移行しない（５４８条）。死
者の居住する土地の慣行，地位，財産に相応する埋葬のための費用は，遺産の
責任となる負担に属する（５４９条）。共同相続の場合は，複数の相続人は，共同
の相続権に関しては一人の人とみなされる。複数の相続人は，この地位におい
て裁判所による遺産の引渡し（委付）を受けるまでは，一人のために全員，か
つ全員のために一人という地位にある。複数の相続人が引渡しの後にどの範囲
で責任を負うかは，遺産の占有の章で定める（５５０条）。
ヘ 相続欠格
オーストリア相続法は相続欠格についても規定を置く。それによれば，被相
続人に対して故意にかつ１年以上の自由刑を科せられるべき裁判上可罰的な行
為を犯した者または父母と子との間の法律関係から生ずる被相続人に対する義
務を著しく怠った者は，状況から判断して被相続人がその者を宥恕したと認め
られない限り，相続資格を有しない（５４０条）。
５４０条のもとの法文は，被相続人，その子，両親または配偶者の名誉，身体
または財産を故意により侵害しまたは侵害しようとし，そのために彼に対して
職権によりまたは被害者の請求によって刑事手続きが開始されうるときは，事
情により被相続人が彼を宥恕したことが導き出されえない限り，相続欠格とな
るとしていた。５４０条は，第３勅令の前は一般的に改正が必要とされていた。
欠格事由の広範な拡大，すなわち名誉，肉体または財産の侵害が刑事訴追され
えた場合というのは，目的を超えている。通説によれば，その侵害が相続欠格
となる人の範囲もまた広すぎた。第３勅令は被相続人自身に対する違反に制限
した。これは今日的視点からは誤りである。傾向は以前から逆の方向を向いて
いる。第３勅令の前に５４０条について批判されたこと，特に近い親族を保護範
囲に加えることは，学説上再び以前と同様支持されている。もちろん判例は，
それを激しく批判している。それは第３勅令の起草者が制限を明示的に支持し
たことにより説明されうる。学説によれば，これを越えて１年以上という刑罰
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の威嚇および故意という要件によって制裁への敷居が高く設定されている。相
続人が，被相続人，その配偶者またはその厳密に範囲が明確化された親族の生
命または健康を故意に侵害しまたは被相続人の財産に対する重い侵害を有責に
なすので十分でなければならない（２０）。
相続欠格および廃除の規定は，１９７４年と１９８９年にも改定された（２１）。５４０条で
は「または被相続人に対してその親子間の法律関係から生じる義務に著しく違
反した」という語が挿入された（２２）。
強迫もしくは詐欺により被相続人に最終意思の表示をなさしめた者，最終意
思の表示ないしその変更を妨げた者，被相続人がすでに作成した最終意思を隠
匿した者は相続権を有さず，これにより第三者が被ったすべての損害に対して
責任を負う（５４２条）。不貞または乱倫の事実を裁判所で自白しまたはそれが回
付された者は，互いに最終意思の表示に基づく相続権から排除される（５４３条）。
しかし，不貞または乱倫を裁判上自白し，またはそれが回付された者からの終
意処分に基づくすべての種類の相続からの排除を定める５４３条は，以前から批
判の対象となっており，学説の要求に従って２００９年の家族法改正法（２３）により削
除された。この規定は疑問のある制度を定めており，時代錯誤である。当初同
規定は，倫理に反した行為が最終意思による出捐により報いられまたはかよう
な出捐の約束により魅力的なものになることを妨げるものとされていた。同時
に５４３条は今日的な視点からは問題のある不貞および乱倫の民事罰とみられる。
今日では同条はもはや相当な制裁とはいえない（２４）。
自己の祖国または兵役義務を正規の許可なしに見捨てた国内出生者がいかな
る範囲で相続権を喪失するかは政令（ただしこれまでこのような政令は存在し
ていない）で定める（５４４条）。法定相続の場合には，相続欠格となった者の直
系卑属は，欠格者が被相続人より長生きした場合でも，欠格者に代わり相続資
格がある（５４１条）。
特別に重要なのは，第３勅令が相続欠格と代襲との関係でもたらした改正で
ある。第３勅令の前は，被相続人より長生きした，相続欠格者または廃除者の
帰責事由のない卑属は相続権を有さず，その者は実体的代襲の原則により排除
されたが，それは不当だと受け止められた。したがって５４１条と７８０条は形式的
代襲の原則の趣旨で改正することを決した。それ以来相続欠格者の卑属が被相
続人より長生きした場合でも，この者は，相続欠格者である被相続人を超えて
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相続することになった。かくして卑属は相続欠格者たる被相続人を超えて相続
するがゆえに，５４１条は，代襲者に被代襲者の権利とその範囲のみを共通にす
るもともとの権利が帰属する，形式的代襲の表れとみなされる（２５）。
⑶ 最終意思の表示（特に遺言）
イ 遺言の意義，種類および解釈
被相続人がその財産の全部または一部を一人または複数の者に死亡したとき
に残す旨の撤回可能な定めは，最終の意思表示と呼ぶ（５５２条）。終意の定めに
おいて相続人が指定されたときはこれを遺言と呼ぶ。ただしその定めに他の処
分が含まれるにすぎないときは，遺言付属書（終意処分書）（Kodizill）と呼ぶ
（５５３条）。
遺言の作成については，１９３８年にドイツの遺言法がオーストリアにも適用さ
れることになり（２６），オーストリア民法典の当該規定は効力を失った。しかし
１９４７年にもとの状態に復した（２７）。
自筆証書遺言は最も頻繁に行われる遺言の方式である。遺言者は自筆で記載
し，末尾に自書により署名しなければならない。他人が記載した場合は，被相
続人が署名しなければならない。パソコンやタイプライターで記載してもよい
が，そのような遺言が効力を生じるためには，後述するようにそのうち少なく
とも二人が同時に臨席しなければならない，三人の能力ある証人が，明示的に
証書が最終意思を包含していることを確認し，かつ末尾に資格ある証人である
という付加文を自書しなければならない。口頭による遺言は，後述のように
２００５年１月１日からは緊急時にのみ認められることになった。夫婦間でのみ認
められる共同遺言は，これらの者を相互にまたは第三者を相続人に指定する。
自筆証書による場合，各当事者は同じ遺言を各々自書で記載し，各自が各々署
名しなければならない。各当事者は各々自己の財産を自由に処分し，相手方に
伝えることなくいつでも撤回することができる。夫婦間の相互的な共同遺言の
場合のみ，一方のみの遺言の撤回が相手方による相続人指定の無効を惹起する。
ドイツ法とは異なって１２４８条２項は，婚姻当事者の対立的な処分の場合にも相
関関係は存在しないと規定する。しかし実務上生存当事者がその撤回を秘して
それにより本来無効な遺言を維持する危険がある（２８）。
裁判上および公証の遺言は実務上はあまり利用されていない。１４歳以上１８歳
未満の少年や管理者の選任されている障害者は，裁判所により指示される限り，
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口頭でのみ公証人または裁判官の面前で遺言しうる。裁判官および公証人は遺
言作成の前に適切な質問により遺言意思およびこの者の意思能力を確認し，こ
の検証の結果を記録しなければならない（５６９条）。この検証の結果の公証人ま
たは裁判所の記録簿への記入はその有効要件である（２９）。
終意処分の解釈はその文言に沿ってなされることが必要であり，被相続人の
真意を探求するものでなければならない。意思の探求のために被相続人の文書
および口頭の表示ならびに被相続人のその他の態様が斟酌されうる。遺言は一
般に有効となりかつ維持されるように解釈されるべきである。遺言の個々の指
示が無効とされる場合でも，少なくとも残った部分は有効である。法は多くの
解釈規定を定めた（５５５条以下，５５９条以下，５６２条，６１４条，６８１条以下）。これ
らの解釈規定とは異なった被相続人の意思の証明は可能である（３０）。
自筆証書遺言は個人の資料として保管されうるが，若干の費用を負担して公
証人または弁護士に寄託されうる。いずれにせよオーストリア公証人協会また
はオーストリア弁護士会の遺言登録簿への登録が勧められうる。遺言登録簿に
は遺言作成者の人的データ，遺言作成期日および寄託場所が登録される。死亡
時に裁判所特別委員はこの場所に照会し，遺言が寄託されているかどうかおよ
びその場所の情報を得る。弁護士または公証人の遺言作成費用は，助言費用，保
管費用，登録費用を含めて１４０～２１０ユーロである。複雑な事例では費用は嵩む（３１）。
ロ 遺言の要件１（内部的方式）
被相続人がただ一人の者を相続人に指定したが，指定の範囲を遺産の一部に
制限していないときは，この者は全遺産を取得する。しかし全部の遺産に関し
て単独相続人に特定の相続分のみが指定されたときは，残りの部分は法定相続
人に帰属する（５５４条）。遺産の区分を定めずに複数の相続人が指定されたとき
は，各相続人は同じ割合で分割する（５５５条）。これに対して複数の相続人がい
て，その全員に一定の相続分が指定されたが残余が生じるときは，残りの部分
は法定相続人に帰属する。しかし，被相続人が全遺産につきその相続人に相続
資格があるとしたときは，被相続人が額の算定においてまたは遺産物件の列挙
において少し遺産の額を超えたときでも，法定相続人は何らの請求権を有しな
い（５５６条）。
複数の指定相続人がいる場合においてそのうちの一人にのみ特定の部分（例
えば３分の１または６分の１）を指定し，他の者に何ら指定しなかったときは，
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指定なき相続人は残りの遺産を同じ割合で取得する（５５７条）。何らの遺産も
残っていないときは，すべての特定した部分から，特定されていない指定相続
人のために，この者が最も少なく受益した者と同じ持ち分を取得できるように
比例的に控除されなければならない。相続人の持ち分が同じ大きさであるとき
は，その持ち分は，彼らと同じ持ち分を受領するように，特定されていない指
定相続人に分与されなければならない。被相続人が誤算をした他のすべての場
合には，全体について明らかにされた割合に従って被相続人の意思が最大限度
満足されるような方法で分割されなければならない（５５８条）。
指定相続人の間で，若干の者が法定相続の際に他の相続人に対して（例えば
兄弟の子が被相続人の兄弟に対して）一人の者とみなされなければならないよ
うな事態が同時に起こる場合には，彼らは，遺言に基づく分割の際にも一人の
人とみなされる。団体，共同体，集合体（例えば貧者）は，常に一人の人と扱
われる（５５９条）。
すべての相続人が相続分の指定なしにまたは均分という一般的な表現で遺産
につき相続資格を有する場合において，相続人の一人が相続権を主張できない
かまたは相続権を主張する意思のないときは，これにより未決の部分は残りの
指定相続人に帰する（５６０条）。一人もしくは複数の相続人が相続分を指定して，
もう一人のもしくは複数の相続人が相続分の指定なしに相続人に指定されたと
きは，未決の部分は，個々のまたは複数のなお残る相続分の指定されていない
指定相続人にのみ帰する（５６１条）。相続分の指定された指定相続人はいかなる
場合でも増加権はない。すなわち相続分の指定されていない指定相続人が残っ
ていないときは，残りの相続分は，残った相続分の指定された指定相続人にで
はなく，法定相続人に帰属する（５６２条）。残りの相続分を取得する者は，負担
が指定相続人の個人的な行為に制限されるのでない限り，それと結びついた負
担をも引き受ける（５６３条）。
被相続人は自ら相続人を指定しなければならない。被相続人は相続人の指定
を第三者に委ねることはできない（５６４条）。被相続人の意思は明確でなければ
ならず，被相続人に向けられた提案を単に肯定するにすぎないものであっては
ならない。被相続人は完全に熟慮して慎重かつ真摯に，強制，詐欺，重大な錯
誤なしに意思表示しなければならない（５６５条）。
意思表示が精神的な疾患，精神的な障害または酩酊のようなそのために必要
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な思慮深さを排除する状況においてなされたことが証明されるときは，それは
無効である（５６６条）。遺言能力に関する規定は，時の経過の中で何度も修正さ
れてきたが，これは行為能力に関する規定と平仄を合わせたためである。もっ
ともオーストリア相続法は，遺言能力の欠落を方式の加重で補正しているがゆ
えに，方式の問題とこの問題とはつながっている。遺言能力における相対的に
重要な変更を，禁治産と準禁治産を区別した１９１６年の禁治産規則（３２）がもたらし
た。通説によれば，同法の明文に反して禁治産は絶対的な遺言能力の喪失をも
たらさない。したがって禁治産宣告を受けた精神病者もまた，回復または治癒
しているときは禁治産の取消前でも遺言をなしえた。精神病または精神薄弱に
よる準禁治産者は裁判所内で口頭で，通説によれば公証人の面前でも遺言をな
しえた。回復しているときは方式の強制は排除された。その他の原因，すなわ
ち浪費癖，アル中または薬物濫用による準禁治産者は，すべての遺言の方式に
おいてその財産の半分のみを遺言で処分しえた。遺産の残りの半分は法定相続
人に留保される。遺言者が法定相続人を残していない場合にのみ，彼は全遺産
を処分しえた。これらの者は終意処分を自由に撤回しえた（３３）。
１９８３年の財産管理者法（３４）は禁治産規則を廃止し，遺言能力をも規定する新し
い財産管理者法を定めた。旧５６８条によれば，財産管理人が選任されている者
は，裁判官または公証人の前で口頭で遺言することができた。したがって財産
管理人の指定は，法律上当然に遺言の方式の制限に導いた。この規定は，遺言
能力に関係のない理由に基づき財産管理人を得た者もまた制限に服させた。
２００４年の親族法，相続法改正法は５６８条を改正して欠陥の除去をした。それに
よれば，財産管理人が選任された，肉体的病者または精神障害者の場合，裁判
所がこれを財産管理人指定決定において指示した場合にのみ，遺言可能性が制
限される。この場合被保護人は，裁判所または公証人の面前でのみ口頭で遺言
をなしうる。かような指示がない場合は，具体的事例で十分な遺言能力が前提
とされていれば，すべての遺言の方式を自由に用いうる（３５）。
以前より判断力を失っていた被相続人が，最終の定めの時には完全に正気で
あった旨が主張されたときは，右の主張は，鑑定人ないし法務官により被相続
人の心の状態を詳しく探求し，またはその他の確かな証拠により疑いを晴らさ
ねばならない（５６７条）。
未成年者は遺言能力を有しない。いまだ１８歳に達しない未成年者は，裁判官
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の面前でまたは公証人のもとで口頭でのみ遺言することができる。裁判所は，
最終の意思表示が自由かつ熟慮のうえで行われたことを相当な審査により確信
するように努めなければならない。その表示は記録され，審査の結果がこれに
付記されなければならない。１８歳に達した後は右の制限なしに最終意思を表示
することができる（５６８条，５６９条）。
被相続人に重大な錯誤があるときは，定めは無効である。被相続人に受益さ
せる人物または遺贈する物件につき間違いがあったときは，錯誤は重大な錯誤
とみなす（５７０条）。被相続人により表示された動機が誤っているときでも，処
分は有効である。ただし，被相続人の意思がもっぱらこの誤った動機にのみ基
づいていたことが明白なときはこの限りではない（５７２条）。
修道士は原則として遺言することができない。修道会がその構成員が遺言で
きる旨の特別の便宜を認めているとき，または修道士が誓約の解消を認められ
たとき，もしくは修道士が修道会，教会財団法人，修道院の廃止によりその地
位を退いたとき，または修道士が政令により修道会，教会財団法人，修道院の
構成員とは見られず，完全な所有物を取得できる状況にあるときに限って，これ
らの者はその所有物を最終意思の表示により処分することが許される（５７３条）。
適法に表示された最終意思は，後に障害が生じたときでもその効力を妨げら
れない（５７５条）。最初に無効である最終意思は，後の障害の除去により効力を
生じることはない。この場合において新たな処分が行われないときは法定相続
に従う（５７６条）。
ハ 遺言の要件２（外部的方式）
日本では遺言は裁判所外で，書面によりなされることになっているが，オー
ストリアではそうでなく，遺言は，裁判所外または裁判所で，書面もしくは口
頭で，証人を伴ってもしくは証人なしに書面により遺言することができる（５７７
条）。もっとも２００４年の改正以来口頭による遺言は危急時のみとされた。書面
により証人なしに遺言をしようとする者は，遺言または終意処分書を自筆で作
成することを要し，氏名を自署しなければならない。最終意思が作成された日
付，年，場所の記載は要件ではないが，後日の争いを避けるために記載するこ
とが望ましい（５７８条）。被相続人が他の者に代書させた最終意思は，被相続人
がこれに署名しなければならない。さらに被相続人は，能力を有する３人の証
人の面前で，そのうち少なくとも二人の同席のもとに，証書がその最終意思で
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ある旨を明瞭に表示しなければならない。証人もまた，証書の表面または裏面
に，しかし封筒にではなく，常に証書それ自体に証人であることを示す補足を
付して署名しなければならない。証人が遺言の内容を理解していることは必要
ではない（５７９条）。
５７９条は当初，他人の書いた遺言では証人は，最終意思の証人として署名し
なければならないとしていた。付加文言の欠落が終意処分の無効に導くかが問
題となり，通説はそれを肯定した。第３勅令は，署名が証人のものであること
を示す付加文言を包含しなければならないことを明らかにした。それに一致し
て法文は，証人であることを示す付加文言とともに署名しなければならないと
した（３６）。当初のオーストリア民法典は，他人が書いた遺言の場合，被相続人に
よる保証を要求した。被相続人は，少なくともそのうち二人が居合わせなけれ
ばならない，三人の能力のある証人の前でその証書をその最終意思として確認
（nuncupatio）しなければならないとされた。第３勅令の前は，この確認が沈
黙でもまたは署名によりなされうるかが議論された。勅令の起草者はこれを否
定し，５７９条を「彼はさらに，そのうち少なくとも二人が同時に居合わせなけ
ればならない，三人の能力ある証人の前で証書がその最終意思を包含すること
を明示しなければならない」とした。判例は，明示の要件を今日でもなお重視
し，確認が明示的になされない場合は終意処分が無効だとする（３７）。これは，確
認の要件が当事者にしばしば知られず，遺言作成の自然の流れから外れている
がゆえに，問題である。証人は通常被相続人が終意処分をなし，これが署名さ
れる証書に記載されていることを知っている。大抵証人は遺言書の作成に呼ば
れるのであり，その結果その任務および署名する書類の種類に疑いを抱かない。
そのため通常の被相続人は，証人が明示的にその証書が彼の最終意思を包含す
ることを明示することに思い至らない。したがって明示的な表明の要件は形式
主義である。被相続人は儀式的行為を懈怠する傾向がある。若干の学説によれ
ば，証人の確認が聞き取られねばならないとされることによりその状況はます
ますひどくなる。その立証が困難だからである。明示的な表明と黙示の表明と
の限界はあいまいであるから，遺言の効力をそれに依存させるべきではない。
したがって他人が書いた遺言における確認の要件を削除するか，証人が被相続
人の最終意思のための書類を保持するという要件に変えるのがよいであろう（３８）。
筆記できない被相続人は，前条に規定した方式を遵守したうえ，署名に代え
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て，３人の証人全員の面前で拇印を添えなければならない。誰が被相続人であ
るかについて永続的な証明を容易にするために，証人の一人が拇印の下に被相
続人の氏名を筆記し，代書した旨をこれに添えることもまた留意されるべきで
ある（５８０条）。被相続人が文字を読むことができないときは，被相続人は遺言
の内容を閲覧する他の二人の証人の面前で証人の一人により遺言証書を読み聞
かせ，かつ証書が被相続人の意思に沿っている旨を証人は確証しなければなら
ない。これらの場合において最終意思の筆記者は，同時に証人であることもで
きるが，被相続人が文字を読むことができないときは，証書の読み聞かせを免
れる（５８１条）。もとの５８１条は，最終意思の記載者がすべての場合に同時に証
人たりうるとした。第３勅令は，被相続人が読むことができない場合，記載者
が証書をあらかじめ読むことから除外される限りで例外を作り出した（３９）。
覚書または証書（Aufsatz）の手段による被相続人の指示は，そのような証
書が最終意思の表示が有効となるために必要なすべての要件を具備するときに
限り効力を有する。その他被相続人により記された書面による所見も，被相続
人の意思を補充するためにのみ用いることができる（５８２条）。同一の証書は，
原則として一人の被相続人のためにのみ効力を有する（５８３条）。書面による遺
言に必要な形式を遵守することができない，またはその意思のない被相続人は，
口頭の遺言をすることができる（５８４条）。口頭で遺言する者は，同席しており，
被相続人を詐欺や錯誤に陥らせないことを確信できる３人の証人の面前で，誠
実にその最終意思を表示しなければならない。証人は３人が全員共同してまた
はいずれか一人が，記憶を確かなものにするために，被相続人の意思表示を自
ら記録するか，またはできるだけ早く記録させることは要件ではないが，これ
に留意すべきである（５８５条）。口頭での最終の定めは，遺言につき利害関係を
有する者の請求があるときは，３人の証人の一致した，宣誓をしたうえでの陳
述により，または３人のうちの一人が宣誓による陳述をすることができないと
きは，少なくとも他の二人により確証されることを要し，これに違反した場合
は最終意思の表示は無効である（５８６条）。
上記５８４条～５８６条は，２００４年の家族法，相続法改正法１条Ｚ２９により削除さ
れた。第１勅令（１９１４年）までは５８６条は，「口頭の最終指示は，法的効力を生
じるためには，そこに立ち会った各人の要求により，三人の証人の一致した宣
誓に基づく言明によりまたは彼らの一人がそれをなしえない限り，少なくとも
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二人の残りの証人の一致した宣誓に基づく言明により証明されねばならない」
と規定されていた。第１勅令は「法的効力を生ずるために」を削除し，違反す
るとこの最終意思の表示は無効となるとした。その変更によって５８６条が方式
規定なのかそれとも証拠規定なのかという問題は，宣誓を要求することが有効
要件となることを意味するということになった。三人目が宣誓に同意しない場
合は，二人の証人の言明で十分だというルールも５８７条に挿入された。２００４年
の家族法改正法により既述のように長年にわたって非難されてきた口頭の遺言
が正規の遺言の形式として認められなくなり，今日では緊急時遺言についての
みこの規定が意味を有する（４０）。
被相続人は，裁判所において書面によりまたは口頭で遺言することができる。
書面による定めは，少なくとも自筆で署名し，自ら裁判所に引き渡さなければ
ならない。裁判所は，被相続人が自署を添えるべき旨に留意し，さらにその遺
言書を裁判所で封印し，最終意思がそれに含まれている旨を封筒に記さなけれ
ばならない（５８７条）。被相続人がその意思を口頭で表示しようとするときは，
意思表示の内容を記録に取り，前条において書面による遺言が申告された場合
と同様に封印して保管する（５８８条）。書面によりまたは口頭で最終意思を表示
する裁判所は，少なくとも二人の宣誓義務ある裁判所職員により構成されなけ
ればならず，そのうちの一人は意思表示が行われる土地を管轄する裁判所に属
していなければならない。一人の裁判官を除き二人目の裁判所職員の証言は，
二人の他の証人の証言によっても代えられうる（５８９条）。危急の場合には，あ
らかじめ定めた者が被相続人の住居に赴き，その最終意思を書面または口頭に
よる遺言に作成し，さらに日付，年および場所を付して右の行為を記録するこ
とができる（５９０条）。
１８歳以下の者，心神喪失者，盲者，聾唖者，その他被相続人の言葉を理解し
ない者は，最終の定めの際に証人となることはできない（５９１条）。
以前の法によれば，５９１条は，修道会員，妻，１８歳以下の未成年者，心神喪
失者，盲人，聾者または唖者，そして被相続人の言葉を解しえない者は，終意
処分に際して証人たりえないとされていた。妻が証人たりえないという箇所は
すでに第１勅令で除去された。修道会員の証人能力の否定は，１９９９年に除去さ
れた（４１）。第１勅令は，詐欺その他の利益追求の罪を犯すことにより有罪とされ
た者は証人たりえないという旧５９２条を削除した。キリスト教を信仰しない者
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は，キリスト教信者の最終意思の証人たりえないと規定した旧５９３条は，１８６０
年に削除された（４２）。
相続人または受遺者は，自己に授与された遺産に関して証人資格はなく，同
様にこれらの配偶者，両親，子，兄弟姉妹または姻族である者，またはこれら
と同親等である者および有給の従僕も同様である。死後処分は，それが有効で
あるためには被相続人により自筆で書かれなければならず，または３人の与え
ようとされた者とは異なった証人により確認されなければならない（５９４条）。
また被相続人が最終意思を書いた者またはその配偶者，子供，両親，兄弟姉妹，
親等を同じくする姻族に遺産を指定したときは，その指定は，前条で述べた方
法に基づいて疑いを取り除かなければならない（５９５条）。非偏頗性および証人
資格，被相続人の同一性について疑いを取り除く義務は，最終意思に関与した
裁判所の職員にも適用がある（５９６条）。
ニ 緊急時遺言

２００４年の改正までは，緊急時遺言に関する５９７条は，航行中の船舶でまたは
ペストないしそれと同様の伝染病の流行する地で作成される最終の指示の際に
は，１４歳に達した者も証人となることができると規定するのみであった。そし
て受益に関する最終の指定をするには，二人の証人で足り，そのうち一人は遺
言を筆記できる必要があった。伝染病の危険がある場合には二人の証人が同席
することを要しなかった（５９８条）。航行を終えてからまたは伝染病が消失して
から６か月経過した後には，受益に関する最終の意思表示はその効力を失った
（５９９条）。また軍人遺言での優遇は軍人法で定めることになっていた（６００条）。
２００４年の家族法改正法は，緊急時遺言もまた改正した（５９７条）。それまでは
緊急時遺言に関する一般規定はなく，旧５９７条の定める場合にのみ緊急時遺言
が可能とされ，同規定の他の場合への準用ないし類推は否定されていた。新規
定によれば一般的な緊急事態について緊急時遺言が可能とされている。緊急時
遺言の特徴は，新規定のもとでも証人が二人で足り，かつ口頭の処分が許容さ
れることである。その最も重要な要件は，被相続人が終意処分を他の方法で表
示しうる前に死亡しまたは遺言能力を失う直接的に緊急の危険である。ヴェル
ザーによれば，この要件は一見したところ明解であるが，危険がいつ現在する
のか，これを誰が判断するのか，また被相続人が他の方法で表示をなしえない
という法文がどこまで厳格に解釈されるべきなのかといった問題をはらんでい
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る。これまでになされた下級審の判例では，裁判所が他の方法でという文言を
厳格に解しすぎる傾向があり，緊急時遺言が当事者の意思に反して無効とされ
るものが多い。しかし，だからといって要件を緩めることは危険であろう。緊
急時遺言も相対的に厳格な方式だからである。緊急時遺言は正規の遺言と同じ
効力を有する。疑わしい場合は，始めになされた処分は効力を失う（７１３条）。
法律は効力の時間的制限を定める。危険喪失後３か月で緊急時遺言は効力を失
う。始めになされた処分が復活するかどうかは争われているが，否定すべきで
あろう（４３）。２００４年の改正によって５９８条から６００条までの規定は削除された。
ホ 遺言の無効など
被相続人が個々に規定され，かつ明示的に単に注意を喚起させるだけではな
い要件の一つを遵守しなかったときは，最終の意思表示は無効である（６０１条）。
遺産のすべてについてのまたは遺産全体のうち特定部分についての相続契約は，
夫婦間でのみ有効に締結することができる。これについての規定は夫婦財産契
約の章で定める（６０２条）。また死亡を原因とする贈与がどの範囲で贈与契約と
みるかまたは最終意思とみるべきかは，贈与の章で定める（６０３条）。
ヘ 遺言の執行
被相続人は終意処分で遺言執行者を定めうる。オーストリアではいずれにせ
よ遺産の取得は遺産裁判所の監督下でなされるのだから，遺言執行者の指定は
大抵余計である。負担の指示のように最終意思の履行が裁判所により監督され
ない場合にのみ意味を有する。この場合でも遺言執行者は監督機能を有するに
すぎない。終意処分により遺言執行者の任務は拡大され，執行業務もまた委託
されうる。例えば終意処分により遺産の代理および管理をなすための管理業務
を委託されうる。しかし相続人の代理権および管理権がそれに優先する。遺産
裁判所も相続人も，被相続人が相続代理人を選任したことに拘束されない。し
たがって相続人はそれをいつでも撤回しうる（４４）。
⑷ 後位相続人
被相続人は，指定相続人が相続財産を取得しない場合に備えて，ある者に，
この者も相続財産を取得しない場合は第二の者に，同様な場合は第三の者に，
または複数の後位相続人にも，相続資格を与えることができる。このような指
示を補充相続人指定（gemeine Substitution）と呼ぶ。先に相続資格を得た者
が相続人となる（６０４条）。被相続人が，指名された相続人が相続人となること
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ができず，または指名された相続人が相続人となることを欲しない特定の場合
のうち一つの場合についてのみ明示していたときは，他の場合は除外される
（６０５条）。
相続人に課せられた負担は，それが被相続人の明示的な意思または事情によ
り相続人の一身に制限されるのでない限り，相続人に代わる後位相続人にも及
ぶ（６０６条）。共同相続人のみに後位相続人として相互に相続資格が付与されて
いるときは，被相続人は，相続人指定で処分された相続分を補充相続の場合に
も及ぼす意思であったと認められる。しかし，補充相続において共同相続人以
外の者にもなお相続資格が付与されているときは，右の相続分はすべての者に
等分に帰属する（６０７条）。
被相続人は，その相続人に帰属する相続財産を相続人の死亡後にまたはある
一定の場合に指定された第二の相続人に引き渡すべき旨の義務をその相続人に
課すことができる。このような指定を家族世襲財産の後位相続人の指定と呼ぶ。
家族世襲財産の後位相続人の指定は黙示的に補充相続を含む（６０８条）。家族世
襲財産の後位相続人の指定は，将来の世代の親族がいる場合の広範かつ長期間
の財産の拘束を避けるためになされる。動産に関しては二人の者のみが，不動
産に関しては一人の者のみが後位相続人として指定される（４５）。両親はまた，そ
の子が遺言能力を有しない場合にも，両親が子に残す財産に関してのみ一人の
子を相続人または後位相続人に指定することができる（６０９条）。被相続人が相
続人に遺産について遺言することを禁止したときは，それは家族世襲財産の後
位相続人の指定であり，その場合後位相続人は，遺産を被相続人の法定相続人
のために管理しなければならない。物件を譲渡することの禁止は，後位相続人
が物件について遺言する権利を除外しない（６１０条）。
後位相続人が互いに従うべき順序は，後位相続人のすべてが被相続人と同時
代人であるときは全く制限されず，三親等，四親等，さらにそれ以上の親等の
者にも及ぶ（６１１条）。後位相続人が同時代人ではなく，遺言作成の当時にいまだ
出生していないような後位相続人であるときは，家族世襲財産の後位相続人の
指定は，金銭およびその他の動産に関して二親等の者まで及ぼすことができる。
不動産に関しては，後位相続人の指定は，一親等の者にのみ適用がある。親等
の決定に際しては，相続財産を占有する者のみを後位相続人に数える（６１２条）。
家族世襲財産の後位相続が開始するまでは，指定相続人（先位相続人）には
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用益権者の権利義務と同様の制限的な所有権が帰属する（６１３条）。先位相続人
は相続財産を制限的に使用しうるが，後位相続人の同意なしに負担させたり，
処分したりすることはできない（４６）。後位相続人の指定が明らかでないときは，
指定は，指定により所有権を処分する相続人の自由の制限が最小になるような
方法で解釈しなければならない（６１４条）。
補充相続人の指定は，指定相続人が相続財産を相続したときに消滅する。家
族世襲財産の後位相続人の指定は，相続資格を有する後位相続人がもはや残っ
ていないとき，または後位相続人が生ずる場合がなくなったときには消滅する
（６１５条１項）。被相続人の異なる意思が認められない限り，家族世襲財産の後
位相続人の権利は，後位相続人が後位相続開始のときに生存しないときでも，
その相続人に移転する（６１５条２項）。
第３勅令の前は家族世襲財産の後位相続人の期待権が相続されるかは議論さ
れていた。通説はこれを認めたが，判例は，家族世襲財産の後位相続が条件付
きの任務であり，彼が後位相続時に生きていなければ，後位相続権は消滅する
とした。後位相続人による権利の処分の可能性もまた相続性に依存する。委員
会は，それに関してそのように解されねばならない被相続人の最終意思が決定
的な意味を有することについて一致していた（６１５条２項）（４７）。
特に遺言能力のない者になされた家族世襲財産の後位相続人の指定（６０８
条，６０９条）は，その者がその終意処分の当時全く思慮深かったことが証明さ
れた場合または裁判所が判断能力を有することを根拠に財産の自由な管理権を
その者に与えた場合には，その効力を失う。病気の再発のため再びその者に財
産管理人が付され，その間に何らの終意処分もなされなかったときも，後位相
続人の指定は再び復活することはない（６１６条）。被相続人の子がいまだ直系卑
属を有しない時期に被相続人によりその子のためになされた後位相続人の指定
は，子が相続能力を有する直系卑属を残したときは消滅する（６１７条）。家族世
襲財産の相続については，さらに６１８条から６４５条が規定を置いていたが，１９３９
年の「家族世襲財産およびその他の拘束財産の消滅に関する法律」により削除
された（４８）。
財団は，資本の収益，不動産，宗教施設，学校，病院施設，救貧施設のよう
な公共施設についての権利またはある人の扶養のための期間が特定されており，
補充相続人指定や家族世襲財産とは異なる。財団に関する規定は政令で定める
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（６４６条）。
⑸ 遺贈
イ 遺贈総論
相続人指定とは異なり，遺贈では特定の財産（特定物，種類物，金銭，権利）
が移転され，相続人と異なり，受遺者は個々の権利の承継者である。遺言補足
書は遺贈のみを含む終意処分である。被相続人は時折間違った表現をするから，
支配的判例によれば，全部の遺産を含む遺贈は，相続人の指定とみなされる。
探求されるのは被相続人の事実上の意思であり，彼によって用いられた表現で
はない（６５５条）（４９）。
遺贈（５３５条）が有効となるためには，遺言能力を有する被相続人が受遺能
力を有する者に有効な最終意思の表示により遺贈することが必要である（６４７
条）。被相続人は，一人または数人の共同相続人を受遺者としてのみ扱う趣旨
の遺言を予め定めることもできる（６４８条）。
遺贈は，共同相続人の一人に属する物件が遺贈された場合でも，各自の相続
分に応じて原則としてすべての相続人の負担となる。ただし，被相続人が遺贈
の履行を共同相続人の一人の負担とする意思かそれとも受遺者にも特に委ねる
意思かは，被相続人の意思に依存する（６４９条）。受遺者は，彼に委ねられた更
なる遺贈の完全な履行につき，他への遺贈の額が彼への遺贈の価額を超えるこ
とを理由としてそれを免れることはできない。しかし，受遺者が遺贈を承認し
ないときは，遺贈が帰属する者は，右委任を引き受けるか，または彼に帰属す
る遺贈を指示を受けた受遺者に引き渡さなければならない（６５０条）。親族，従
僕，貧者などあるクラスの人に遺贈した被相続人は，配分を相続人または第三
者に委ねることができる。被相続人がこれについて別段の定めをしていないと
きは，相続人がその選択を行うものとする（６５１条）。被相続人は，遺贈に際し
て補充相続人または家族世襲財産の後位相続人を指定することができる。その
場合には前章に定めた規定を適用すべきである（６５２条）。
一般の取引の対象となるすべての物，すなわち物，権利，労務およびその他
の財産的価値を有する行為は，これを遺贈することができる（６５３条）。物が遺
贈され，この物が一般の取引の対象となるが，受遺者がこれを自己のために占
有する能力を有しないときは，通常の価額が受遺者に支払われる（６５４条）。遺
贈の場合にも，文言は通常の意味に解釈される。被相続人がある表現において
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被相続人に固有の特別の意味を結び付けることが通例であること，または通常
の意味とは異なる意味に解釈しなければ遺贈が意義を有しなくなることは，そ
れを主張する者が証明しなければならない（６５５条）。
ロ 遺贈各論
被相続人に一つまたは複数の同じ種類の物件があるが，彼が詳細な定めをせ
ずに遺贈し，かつ遺産中にそのような物件が複数存在するときは，相続人が選
択権を有する。相続人は受遺者が使用することができるものを選択しなければ
ならない。複数の物件から取り出すことないし選択することが受遺者に任され
たときは，受遺者は最上のものを選択することもできる（６５６条）。被相続人が
ある種類に属する一つまたは複数の物件をその所有物からのみ遺贈することを
明示して遺贈したが，遺産中にそのような物件が全く存在しないときは，その
遺贈は効力を有しない。指示された数量に不足するときは，受遺者は遺産中に
存在する数量で満足しなければならない（６５７条）。被相続人がある種類に属す
る一つまたは複数の物件を明示的に自己の所有物から遺贈したのでない場合に
おいて，右の物が遺産中に存在しないときは，相続人は，受遺者の地位と必要
に適したものを受遺者に調達しなければならない。一定額の金銭の遺贈は，現
金が遺産の中にあるかどうかを考慮することなく，相続人にその支払義務を負
わせる（６５８条）。被相続人は，複数の物からどの物を受遺者に調達すべきかの
選択を第三者に委ねることもできる。第三者が選択を拒絶し，または選択する
前に死亡したときは，裁判所は，受遺者の地位と必要を考慮して遺贈物を特定
しなければならない。裁判所による特定は，選択の前に受遺者が死亡した場合
にも生じうる（６５９条）。
特定物の遺贈は，それが一つのまたは異なった指示において繰り返されてい
る場合，受遺者によってその物自体とその価額が同時に請求されえない。同時
に同じ種類の物または同じ金額が含まれる遺贈は，それが繰り返される数だけ
受遺者に帰属する（６６０条）。遺贈された物が最終指示のときにすでに受遺者の
所有であったときは，遺贈は無効である。受遺者が遺言作成の後にそれを入手
したときは，受遺者に通常の価額が支払われる。ただし，受遺者がその物を被
相続人から，しかも無償で取得していたときは，遺贈は取り消されたものとみ
なされるべきである（６６１条）。被相続人にも，相続人または受遺者の所有にも
属しない他人の物を第三者に給付すべき旨の遺贈は無効である。物の持ち分ま
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たは請求権が上記の者に属するときは，請求権または持ち分のみを遺贈したも
のと解されるべきである。遺贈物が担保に供されていたり，負担つきであると
きは，受遺者は負担をも引き受ける。ただし，被相続人が特定の他人の物を購
入し，それを受遺者に給付すべき旨の明示的な指示をしているが，所有者がそ
の物を評価額で売却する意思がないときは，その価額が受遺者に支払われなけ
ればならない（６６２条）。
被相続人が受遺者に対して有する請求権の遺贈は，相続人に債務証書を返還
するか，または受遺者に債務（元本）および残存利息の免責をなさしめる義務
を負わせる（６６３条）。被相続人が受遺者に対して有する債権をある者に遺贈し
たときは，その相続人は，未払いの利息と将来の利息を含めた債権を受遺者に
委ねなければならない（６６４条）。被相続人が受遺者に支払うべき債務の遺贈は，
被相続人により明示された債務または受遺者により証明された債務を相続人が
承認し，債務証書に記載される条件または期限を考慮することなしに，遅くと
も残りの遺贈を履行するために定められた期限内に債務を支払わなければなら
ないという効力を有する。ただし，右の承認によっても被相続人が債務を負担
する他の債権者に不利益を負わせることはできない（６６５条）。債務の免除は，
遺言作成時点での現在の債務のみを意味し，遺贈後に始めて生じた債務は，こ
れを含まないものと解される。遺贈により抵当権または保証が免責されたとき
は，債務も免除されたという結論は生じない。弁済期限が伸長されたときでも，
猶予期間中の利息は弁済しなければならない（６６６条）。また被相続人がある者
にある金額の債務を負っていて，同人にそれと同金額の遺贈をしたときは，被
相続人が遺贈をもって債務を弁済する意思であったとは推定されない。この場
合には相続人は，両債務とも，すなわち債務の弁済と遺贈を履行しなければな
らない（６６７条）。公の信用証券に基づく債権も，不動産抵当付き投資に基づく債
権も，物権的権利に基づく請求権も，未払い債権の遺贈には含まれない（６６８条）。
婚姻資産は，夫からその返還を免責するという方法で，または相続人が婚姻
資産として編入した金銭や物を証明なしに，またそれに要した費用を控除する
ことなしに，妻に支払うべき旨の義務を相続人に負わせるという方法で遺贈す
ることができる。この場合遺贈された債権に関する規定を適用する（６６９条）。
被相続人が第三者に金額の特定しない婚姻資産を遺贈した場合において，娘の
両親がその生活状況に相当する平均的な財産を有するときは，第三者自身の財
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産を考慮しないで，両親がこの娘に与えてしかるべきそのような婚姻資産と同
額の遺贈をしたものと解すべきである（６７０条）。両親が娘に婚姻資産を遺贈し
たときは，婚姻資産は，それが先取遺贈であると明示的に意思表示されていな
い限り，法定の（または終意の）相続分に算入される（６７１条）。上記６６９条～６７１
条は，嫁資制度の廃止の一環として２００９年に削除された（５０）。
扶養の遺贈には食料，衣料，住居およびその他の必要なものが含まれ，しかも
教育と同様に終身に及ぶことができる。これらすべては教育費も含めて理解さ
れる。教育は成年に達すると同時に終了する。食料と飲料は終身にわたり費用に
含まれる（６７２条）。本章で列挙される遺贈の程度は，その程度が被相続人の明示
的な意思によっても，従前からの扶助を通じて推測できる黙示的な意思によっ
ても明らかにならないときは，受遺者に固有の境遇または受遺者が享受してき
た世話から推測できる状況などに従って決定されなければならない（６７３条）。
動産（家具）という表現の下では住居の相当な使用のためのもののみが，家
財ないし調度という表現のもとでは世帯の切り回しに必要な設備が意味される。
家業の経営のための道具は，明示の意思表示がない限り，ここでいう動産には
含まれない（６７４条）。
それ自体では独立せず，全体の一部にすぎない倉庫が遺贈されたときは，原
則として被相続人の死亡のときに倉庫に保管され，その物件の保存のためにそ
の性質に従って倉庫が用いられ，または被相続人により通常用いられる物件の
みが遺贈されたものと推定される（６７５条）。これに反して倉庫内が流動的であ
り，または倉庫内に現存する物があるときは，受遺者は倉庫のみを請求するこ
とができ，倉庫内に保管される物を請求することはできない（６７６条）。箪笥，
箱または店舗がその中に存在する物件を含めて遺贈されたときは，金銀，装飾
品，現金および受遺者から被相続人に引き渡された債務証書すらもこれに加え
られる。被相続人の債権や権利がそれに基づくその他の債務証書または証書は，
倉庫内にその物以外になんら見いだせないときに限り，遺贈したものと扱う。
流動物の遺贈には，これを運搬するのに用いる容器も含まれる（６７７条）。
宝石は通例は硬玉と良質の真珠のみを意味し，装飾品には人を装飾するのに
役立つにせの石や金ないし銀で作られたまたは金銀で飾られた装身具も含まれ，
装身具類は装飾品，装身具，衣装のほか，人の装飾に用いられる物品を意味す
る（６７８条）。金や銀の遺贈には加工したものも未加工のものも含まれ，硬貨に
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なったものは含まれないが，他の遺産物件の一部や装飾物，例えば時計や容器
は含まれる。下着は衣類には含まれず，またレースは下着には含まれず，装飾
物に入る。被相続人に快適さをもたらす輓馬や馬車は，これらと一体となる馬
具を含めて豪華馬車（Equipage）に含まれるが，乗馬用の馬や乗馬具はこれ
に含まれない（６７９条）。また現金に代わるものとして通常流通する公の信用証
券も現金に含まれる（６８０条）。
子という表現のもとで被相続人が他人の子に遺贈するときは，息子と娘のみ
を意味するが，被相続人が自己の子に遺贈するときは，被相続人の死亡のとき
にすでに懐胎され，子に代わる直系卑属も含まれる（６８１条）。親族につき詳細
な限定をしないでなされた遺贈は，法定相続に従って最近親の者に出捐される
ものであり，一人の人とみなされるような者の間での遺産の分割に関する５５９
条に定められた上記の原則は遺贈にも適用される（６８２条）。また被相続人がそ
の使用人に遺贈した場合において使用人を単に雇用関係により表示するにすぎ
ないときは，遺贈は，被相続人の死亡の時に雇用関係にある者が取得すべきも
のと推定される。しかしこの場合においても，これに反する強い推定事由があ
るときはこの限りでない（６８３条）。
１９９３年までオーストリアでは財団は共益または慈善の目的でのみ設立されえ
たが，私的財団法（PSG）により財団の適用領域が拡大され，現在では節税，
財産価値の確保や保持，財産の逸失の回避，事業の継続性の維持，家族員のた
めの配慮などのために設立されている（５１）。私的な財団は設立者の生前または死
亡時に設立されうる。いずれの場合も財団設立の意思表示は公正証書が必要で
ある（PSG３９条１項）。財団が終意処分により設立されるときは，付加的に終
意処分のために規定された方式（遺言）が遵守されねばならない。設立者が遺
言の方式を遵守したときは，その最終意思は公正証書の方式で財団を設立する
という相続人への委託と解される。設立者は財団を承継者または受遺者と指定
しうる。承継者の指定か遺贈かは，異なった責任の結果に基づいて財団設立表
示から導かれる（５２）。
ハ 遺贈の帰属日など
遺贈の帰属日については，受遺者は，通常（６９９条）被相続人の死亡の後直
ちに自己およびその承継人のために遺贈を求める権利を取得すると規定されて
いる。しかし遺贈された物の所有権は，第５章の所有権の取得について定めら
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れた規定に従ってのみ取得されうる（６８４条）。個々の遺産物件の遺贈，それに
関わる権利，僕婢の少額の報酬および慈悲としての遺贈は，直ちに請求するこ
とができ，その他の遺贈は，被相続人の死亡のときから１年を経過した後に初
めて請求することができる（６８５条）。個々の遺産物件の遺贈の際には，被相続
人の死亡以降に生じた利息，発生した収益，その他の増加は，受遺者に帰属す
る。それに対して，すべての遺贈が引き当てとなる負担および損失ですら，他
の者の過失なしに縮減または消滅したときは，受遺者の負担となる（６８６条）。
１年毎，１か月毎などの回帰的時期に給付すべき金額がある者に遺贈された場
合において，受遺者が当初しか生存していなかったときでも，受遺者はこの期
間の全額を求める権利を有する。しかしその金額はその期間の経過後に初めて
請求することができる。最初の期間は被相続人が死亡した日から進行を開始す
る（６８７条）。
債権者が債務者に対して担保を請求することができるときは，受遺者もまた
遺贈の担保を請求することができる。物権的権利の発生のために遺贈の登記が
どのようになされる必要があるかは４３７条がこれを規定する（６８８条）。
受遺者が承認しないまたはできない遺贈は後位相続人に帰属する（６５２条）。
後位相続人が存在せず，かつ全遺贈が複数の者に未分割または等分に与えよう
とされたときは，それらの者の一人が取得しないその持ち分は，遺産の共同相
続の場合と同様に残りの者に帰属する。右の二つの場合のほかは，空位となっ
た遺贈は遺産にとどまる（６８９条）。
遺産のすべてが遺贈によりなくなるときは，相続人は，遺産の処分に要した
費用や相続人の尽力に相当する報酬以外には何らの請求もすることができない。
相続人が自ら遺産を管理することを欲しないときは，相続人は財産管理人の選
任を請求しなければならない（６９０条）。遺贈のすべてを遺産から満足させるこ
とができないときは，扶養の遺贈がまず第一に支払われるべきであり，相続開
始の日から扶養が受遺者に帰属する（６９１条）。これに対して，遺産が債務や他
の支払義務ある費用の弁済およびすべての遺贈の支払のために十分でないとき
は，受遺者は比例的な減額を甘受する。そのようなおそれがある限り，相続人
は担保の提供なしには遺贈を履行する義務はない（６９２条）。しかし受遺者が遺
贈をすでに受領している場合には，その減額は，受領のときに遺贈物件が有し
ていた価額および遺贈物件から受けた利益に従ってこれを決定する。負担を免
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れるために，遺贈または上記価額と受けた利益を遺産に返すことは，遺贈の受
領後も常に受遺者の自由である。遺贈物件の価値の増減については，受遺者は
善意の占有者として扱う（６９３条）。
被相続人が政令の規定に従って貧者や廃疾者，病人のための施設，および公
的な教育施設を援助するために遺言で出捐した出資は遺贈とはみなされえない。
右の出資は国家の負担であり，相続人自身が弁済することを要し，さらに私法の
原理に従うのではなく，政令のみに従ってこれを判断することができる（６９４条）。
⑹ 終意意思の制限と取消
イ 意義
被相続人は，その指示を条件，期限にかからしめ，指図または表示された意
図により制限しうる。被相続人は，遺言または終意処分を変更し，またはこれ
らを全面的に取り消すこともできる（６９５条）。
ロ 終意処分の制限の種類
権利の発生に関わるものを条件と呼ぶ。条件がある出来事の発生に関わるか，
それとも不発生に関わるかに従って，それは肯定的または否定的である。与え
ようとされた権利が条件の成就後に初めてその効力を取得するときは，条件は
停止条件である。与えようとされた権利が条件の成就により消滅するときは，
その条件は解除条件である（６９６条）。全く理解できない条件は，付加されてい
ないものとみなされるべきである（６９７条）。不能の停止条件付きで，ある者に
権利を与える旨の定めは，条件の成就が後に初めて不可能になり，かつ被相続
人がその不能を知っていたときでも，無効である。不能の解除条件は，条件が
付されていないものとみなされる。これらのことはすべて不法条件についても
適用される（６９８条）。これに対して条件が実現可能でかつ適法なときは，条件
に依存する権利は，条件の厳格な成就によってのみ取得される。条件を偶然の
出来事，与えようとされた相続人や受遺者，第三者の意思に依存させることも
できる（６９９条）。相続人または受遺者が成年に達した後も婚姻をしない旨の条
件は，条件が付加されていないものとみなされるべきである。寡婦となった者
のみは，彼女が一人または数人の子を有するときは，その条件を満たさなけれ
ばならない。相続人または受遺者が特定の者とは婚姻しない旨の条件は，適法
に付加されうる（７００条）。最終の意思表示において記された条件がすでに被相
続人の生存中に成就した場合には，被相続人の死亡後の条件の成就は，条件が
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相続人または受遺者が繰り返すことができる行為から成り立つときにのみ，繰
り返される必要がある（７０１条）。
相続人または受遺者に課せられた条件は，被相続人の明示的意思表示なくし
ては，被相続人によって次に資格を付与された相続人や受遺者には拡大適用さ
れない（７０２条）。ある停止条件のもとで与えようとされる遺産を取得するため
には，与えようとされる者が条件成就後も生存し，かつ条件成就のときに相続
資格を有しなければならない（７０３条）。
被相続人が与えようとされる権利を制限する時期が到来するか否かが不確か
であるときは，右の制限はこれを条件とみなす（７０４条）。前項の時期が必ず到
来すべき種類のものであるときは，与えようとされた権利は，他の無条件の権
利と同様に与えようとされた者の相続人にも移転され，引渡のみが指定の期日
まで延期される（７０５条）。最後の指示で定められた時期が決して到来しないこ
とが明らかなときは，この時期の定めは不能の条件を付したものとみなされる。
被相続人が単に時期の予測を誤っていたにすぎないと思われる場合にのみ，そ
の時期は，被相続人の推測的意思に従ってこれを決定するものとする（７０６条）。
相続人または受遺者の権利が，成就していない条件によりまたは時期の未到
来のために延期されたままである限り，最初の場合は法定相続人と指定相続人
の間で，二番目の場合は相続人と受遺者の間で，遺産または遺贈物件の一時的
な占有と用益に関して，後位相続におけると同様な権利，義務が発生する（７０７
条）。遺産または遺贈を否定―もしくは解除条件つきでまたはある期間に限り
取得する者は，条件の成就または特定期間の発生に際して遺産または遺贈が帰
属する者に対して，後位相続人に対して相続人または受遺者に帰属するのと同
じ権利および義務（６１３条）が帰属する（７０８条）。
被相続人が遺産を誰かに任務付きで出捐したときは，この任務は，その任務
の不履行によりその遺産が失効する旨の解除条件とみなす（７０９条）。任務が厳
密には履行することができない場合には，少なくともできるだけその任務に近
づく努力をしなければならない。それさえすることができないときは，被相続
人の意思から反対の趣旨が明らかでない限り，義務負担者は与えようとされた
遺産を保有する。任務の履行を自らすることができなかった者は，自己に与え
られた遺産を失う（７１０条）。被相続人がそのために遺産を特定した意図を述べ
てはいるが，それを義務とはしなかったときは，受遺者は遺産をこの意図のた
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めに用いることに拘束されない（７１１条）。被相続人がその相続人に不法または
不能な行為を，彼がその任務に従わなければ第三者に遺贈を出捐すべき旨の文
言を付して委任したときは，それは無効である（７１２条）。
ハ 指示の取消
前に作成した遺言は，後に作成された遺言により，被相続人が後者において
前の遺言は全部または一部が存続すべき旨を明確にしていない限り，相続人指
定に関してのみならず，その他の定めに関しても取り消される。この規定は，
後の遺言において相続人が遺産の一部についてのみ資格がある場合にも適用す
る。残りの部分は，前の遺言で指定される相続人にではなく，法定相続人に帰
属する（７１３条）。後の終意処分書によりそれ以前の遺贈または終意処分書は，
前者が後者と矛盾する限りでのみ撤回される（７１４条）。いずれの遺言書または
終意処分書が後で作成されたものかを判断することができないときは，これら
が同時に存立することができる限り，両者ともに効力を持ち，所有権の共有の
章に定めた規定が適用される（７１５条）。遺言または終意処分書に添えられた，
すべての後でなされた指示が一般的に，またはそれが特定の徴表とともに記載
されていない場合は無効であるという付加条項は，付加されていないものとみ
なされるべきである（７１６条）。
７１６条は一部撤回条項（derogatorische Klausel）に関するものであり，もと
は，遺言書または遺言補足書の中に付加された，すべての後でなされた指示が
一般的に，またはそれが特定の方式で記載されていないときは無効であるとい
う付加文言は，被相続人がその最終意思を変えることを妨げないが，彼が後で
なされる指示において先に述べられた一般的または特別の付加文言を明示的に
廃棄しないときは，彼の後でなされた意思ではなく，早くなされた意思が有効
とみなされるとされていた。時間の経過とともにこの一部撤回条項が最終意思
の保証にとってもろ刃の剣であることが明らかになった。それはしばしば変更
による遺言の変造を妨げるという目的を実現できず，場合によっては新しい疑
問を生み出すにすぎない。しかし，被相続人は自らその条項により躓き，その
実際の最終意思が，すでに忘れられていたまたは正当に理解されなくなってい
た条項のために無効となりえた。それゆえに勅令の起草者はその条項をただ無
効とした（５３）。
被相続人が新たな定めを作成することなく，その定めを撤回しようとすると
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きは，被相続人は，明示的に口頭または書面で撤回するか，またはその文書を
破棄しなければならない（７１７条）。撤回は，人が最終意思を表示することがで
きる能力を有する状況にある限り有効に行うことができる（７１８条）。裁判所で
または裁判所外でなされた最終の定めを口頭で撤回するには，口頭での遺言が
有効となるために必要な数の証人を必要とする。書面による場合は，被相続人
が自ら記載し，かつ署名した，または少なくとも彼および文書による遺言のた
めに必要な証人により署名された表示でなければならない（７１９条）。被相続人
が相続人または受遺者に対して利益を剝奪すると脅して最終意思を争うことを
禁止する被相続人の指示は，表示の真正さまたはその意味のみに異議が唱えら
れる事例では効力がない（７２０条）。
遺言または終意処分書の署名を削除した者，署名を棒線を引いて抹消した者，
または内容のすべてを抹消した者は，遺言書を撤回したものである。複数の同
じ文言の遺言書の一つのみを撤回したときは，効力は失われない（７２１条）。考
えられる文書の毀損が偶然にのみ生じ，または文書が失われたときは，他の方
法で事故および文書の内容が証明された場合，最終意思はその効力を失わない
（７２２条）。被相続人が後の指示を取り消したが，前の書面による指示がそのま
まにされたときは，前の書面による指示が再び効力を持つ。前の口頭による指
示はそれによって復活しない（７２３条）。
被相続人が遺贈した債権の弁済を請求しもしくは取り立てたとき，遺贈した
物件を第三者に譲渡し，再びこれを取り戻さなかったとき，または被相続人が
遺贈物件をその以前の形状および以前の名称を失わせるようなやり方で他のも
のに変化させたときは，遺贈は撤回されたものとみなされる（７２４条）。債務者
が債務を自発的に返済し，遺贈物件の譲渡が裁判所の指示に基づいて行われ，
または被相続人の同意を得ずに遺贈物件が変えられたときは，遺贈は存続する
（７２５条）。
相続人も後位相続人も相続を承認する意思を有さず，または承認することが
できないときは，相続権は法定相続人に帰属する。この法定相続人は被相続人
のその他の処分に従わなければならない。その法定相続人もまた遺産を相続し
なかったときは，複数の受遺者は遺贈された額の割合に従って相続人とみなさ
れる（７２６条）。７２６条によって立法者は，被相続人と特別の近縁関係にある者
に遺産を帰属させる意図を有した。本条によって非正規の相続権を主張しうる
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受遺者は，最終意思により指定された相続人とみなされる。受遺者の相続承認
は，彼が同時に唯一の相続人の相続不適格を主張する場合，裁判所により承認
されなければならない。受遺者は方式に適った相続の承認を提示しなければな
らない（５４）。
⑺ 法定相続
イ 法定相続，法定相続人
死者がなんら有効な最終意思の表示を残さないとき，死者が最終の意思表示
においてその全財産について処分をしないとき，死者が法律により相続分を残
す義務のある者に相当な遺産を与えなかったとき，または指定相続人が遺産を
受領できないかもしくは欲しないときは，遺産の全部または一部につき法定相
続が生じる（７２７条）。有効な最終意思の表示がないときは，死者の遺産は法定
相続人に帰属する。有効な最終意思の表示が存在するときは，その意思表示の
中で誰にも与えられなかった相続分は法定相続人に帰する（７２８条）。被相続人
が法律により相続分を残す義務のある者の相続分が最終の意思表示によって縮
減されたときは，その者は，法律の規定に基づいて権利を主張し，次章（遺留
分規定）の基準に従ってその者にふさわしい相続分を裁判上請求することがで
きる（７２９条）。
法定相続人は，配偶者および被相続人と最も近い親族関係にある者である
（７３０条１項）。血統は，１９８９年の改正後においても，２００４年の改正までは，被
相続人および被相続人と親族関係にある者の生存中に確定されているか，また
は少なくとも裁判上主張されていなければならない，未出生子の場合は出生後
１年内に血統が確定されるかまたは裁判上主張されることで足りるとされた
（旧７３０条２項）。しかし，２００４年の改正によりかような出生のための証明に対
する制限は取り払われた。出生後１年間という未出生子のための証明も削除さ
れた。旧７３０条２項の削除は，同規定が憲法上の理念に抵触し，かつ父性の証
明が被相続人死亡後直ちに可能となるという理由で行われた（５５）。父の生前，子
が未成年であるときは被相続人死亡後１年間に証明すべきだという経過規定が
作られたが（旧７５４条２項），憲法裁判所は，子が事実上または法律上順守を妨
げられる場合，その期間は停止されないから，未成年の子にとって苛酷だとい
う理由で無効とした（５６）。
ロ 法定相続人（親族）
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親族の法定相続権の第１順位は，被相続人より下で，その幹を同じくする者，
すなわち被相続人の子および直系卑属である（７３１条１項）。
当初は法定相続の場合非嫡出子は母との関係においてのみ嫡出子と同じ権利
を有した。父および父の親族，母の親，祖父母およびその他の親族の遺産につ
いて彼にはいかなる法定の相続権も帰さなかった（１８１１年法７５４条）。逆に非嫡
出子に対しても母のみが法定相続権を有した。非嫡出子の父，すべての祖父母
および他の親族はそこから除外された。第１勅令がこの耐えられないほど苛酷
な相続権の制限を除去した。それによると父方は相続権が導入されなかったが，
母方は拡大され，非嫡出の兄弟，同じ父および同じ母の子も相続しえた。非嫡
出子には嫡出の兄弟との間でも相続が許容された。父が子を認知した場合に法
定相続権を与えることは，第一勅令では内縁関係が促進され，嫡出子の利益が
損なわれる恐れがあるという理由で見送られ，その代わりに父死後の扶養請求
権および父の姓を名乗る権利が付与された。その後非嫡出子の法的地位の新
ルールに関する法律（５７）が子にある前提のもとで非婚の父に対する相続権を許容
した。非嫡出子は原則として父の生前父子関係が確定し，かつ嫡出子も未亡人
も残されない場合は，嫡出子と同様に相続できることになった。養子を含む嫡
出子は，非嫡出子の相続権を排除する。被相続人に嫡出子はいないが，未亡人
のみを残した場合，非嫡出子は嫡出子のように相続するが，未亡人の法定相続
権が留保される。未亡人の相続分は，非嫡出子がいなかったとすればというよ
うに決定される。このことは，被相続人が未亡人を残したが，未亡人と並んで
相続権を有したであろう親族がいなかった場合に非嫡出子が何も得られないこ
とを意味する。被相続人にかような親族がいた場合は，非嫡出子は，嫡出子と
同様第一親系の相続人なのだから，親またはその相続権のある卑属または祖父
母が得ていたであろう相続分を取得する。確定された父親は，嫡出子に対する
ように非嫡出子に対して相続権を有したが，子の配偶者の法定相続権に関する
規定が留保されていた。この配偶者の相続分は，再び非婚の父がいなかった場
合のように決定された。父の親族の遺産に対しては，子は法定相続権を有せず，
逆に子の遺産に対して父の親族は法定相続権を有しなかった。このような非嫡
出子の法定相続権に対する制限は，血のつながりであるだけでなく，終生の共
同体である婚姻家族を非婚家族より優遇することにあった。しかし，１９８９年の
相続法改正法により非嫡出子と嫡出子との間の相続法上の地位が完全に平等な
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ものとされた。同法により非嫡出子の法定相続権は，父方に対しても母方に対
しても，また卑属についても尊属についても平等である（５８）。
１８１１年法７５５条によれば，養子は法定相続の場合嫡出子同様に養親の遺産を
承継した。養親またはその配偶者の親族との関係では，その養子縁組の同意が
ない場合は，養子は相続権を有しなかった。しかし彼は，その実親およびその
親族に対しては法定相続権を有した。１８１１年法７５６条によれば，養親は養子に
対して法定相続権を有しなかった。その遺産は実親に帰属した。１９６０年に養子
の場合の相続権が，代諾縁組のルールに関する法律（５９）により旧１８２b条におい
て新たに制定された。同法によれば，一方では養親とその卑属，他方では養子
とその養子縁組の際に未成年の卑属の間に嫡出のような関係が生じ，これらの
者は嫡出の関係のように相続することになった。しかし，子の代諾をするにも
かかわらず養子とその実親の親族の間の相続権は維持された。もちろん養子の
死亡の場合養親が実親に優先した。養親子関係では第３，第４親系がないため，
実親子関係が問題になる。養子縁組の効果が拡大する養子の卑属が死亡したと
きは，養親の第３または第４親系と実親との競合のための上記のルールが意味
を持つ。しかし，新ルールは問題点を伴っていた。７３５条～７３７条が第２親系に
おいて養親の存在によりどの程度変容を受けるか不明確であった。単独の養子
（Einzelannahme）の場合，遺産は分割され，２分の１ずつが単独の養親と排
除されていない実親に帰属するがゆえに，特別の問題が生じた（６０）。
第２順位は，父母ならびに被相続人と父母を同じくする者，すなわち被相続
人の兄弟姉妹およびその直系卑属である（７３１条２項）。第３順位は，祖父母な
らびに両親の兄弟姉妹およびその直系卑属である（同条３項）。第４順位は，
被相続人の曽祖父母のみである（同条４項）。
被相続人に一親等の子がいるときは，全相続財産がこれらの者に帰属する。
その子は，男性か女性か，また被相続人の生存中に出生したか，その死後に出
生したかを問わない。複数の子はその数に従って同じ割合で遺産を相続する。
生存する子の孫，生存する孫の子は，相続する権利を有しない（７３２条）。被相
続人の子が被相続人より前に死亡し，子に一人または複数の孫がいるときは，
死亡した子に帰属すべきであった持ち分の全部が，残された孫に，複数の孫が
いるときは，これらの者に同じ割合で帰属する。同様にこれらの孫の一人が死
亡し，曽孫が残されたときは，同じ方法で死亡した孫の持ち分が曽孫の間で等
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分に分けられる。被相続人にもっと離れた親族が存在するときは，上記の規定
に従って割合に応じた分割がなされる（７３３条）。死亡した子の孫がなお生存し
ている子と，あるいは離れている親族が被相続人のより近い卑属と競合する場
合だけでなく，遺産が単に複数の子の孫の間でもしくは複数の孫の曽孫の間で
分割されるべき場合にも，この方法で遺産が分割される。したがって，各々の
子により残された孫，および各々の孫により残された曽孫は，彼らが多くても
少なくても，死亡した子または孫が，彼らが生存していたとすれば得たであろ
うよりも多くも少なくも取得しえない（７３４条）。
被相続人自身を親とする者がいないときは，遺産は第２親系の親族である者，
すなわち両親とその直系卑属に帰属する。両親がともに生存するときは，全相
続財産が彼らに等分に帰属する。両親の一方が死亡しているときは，死亡した
父母の子またはその直系卑属が死者の権利を代襲し，死亡した父母に帰属すべ
きであった遺産の二分の一が，被相続人の子と子より遠い直系卑属間の相続財
産の分割のために７３２条から７３４条に定められた原則に従って代襲者の間で分割
される（７３５条）。被相続人の父母の双方が死亡しているときは，父に帰属すべ
きであった相続分の二分の一は，父の残した子およびその直系卑属間で分割さ
れ，母に帰属すべきであった残りの二分の一は，７３２条から７３４条までの規定に
従って，母の子およびその直系卑属の間で分割される。死亡した父母に双方の
間に生まれた子またはその直系卑属以外の者がいないときは，相続財産の各二
分の一は，これらの者の間で均分に分割される。共通の子のほかに父もしくは
母から，または一方もしくは他方の別の婚姻から出産した子がなお生存すると
きは，父母を共通にする子または孫は，父の二分の一ならびに母の二分の一に
つき半血兄弟姉妹と同じ割合を取得する（７３６条）。被相続人の死亡した親が子
も孫も残さなかったときは，全遺産は他方のなお生存している親に帰属する。
この親も生存していないときは，全遺産は上記の原則に従ってその子および卑
属に分割されねばならない（７３７条）。
被相続人の両親が直系卑属を残さないで死亡したときは，相続財産は第３順
位の親族，すなわち被相続人の祖父母およびその直系卑属（叔父，叔母，従弟）
に帰属する。その場合相続財産は，二つの同じ部分に分割される。二分の一の
一方は父の両親およびその直系卑属に，他の二分の一は母の両親およびその直
系卑属に帰属する（７３８条）。各二分の一は，一方および他方の祖父母がなお生
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存するときは，これらの者の間で等分する。祖父母の一方または一方もしくは
他方の側の祖父母の双方が死亡しているときは，一方の側に帰属する二分の一
は，祖父母の子および直系卑属の間で，第２順位において全相続財産が被相続
人の両親の子および直系卑属の間で分割される一般原則（７３５条～７３７条）に従っ
て分割される（７３９条）。父方または母方の祖父母の双方が死亡し，一方の側の
祖父も祖母も直系卑属が存在しないときは，他方のなお生存する祖父母に，ま
たは生存する祖父母の死亡後にこれらの者の残した子および直系卑属に全相続
財産が帰属する（７４０条）。
第３順位の相続人がすべて存在しなくなった後は，被相続人の曽祖父母が相
続する資格がある。相続財産の二分の一が被相続人の父の祖父母に帰属し，他
の二分の一は母の祖父母に帰属する。相続財産のいずれの二分の一も，父また
は母の祖父母の双方が均等に分割する。父または母の一方の祖父母の一人が存
在しないときは，その者に帰属すべきであった遺産の八分の一は，この父また
は母の一方の祖父母のうち生存する者に帰属する。父または母の一方の祖父母
が双方ともに存在しないときは，彼らに帰属すべきであった四分の一について，
被相続人の父または母の祖父母のうち他方の祖父母が相続する資格がある（７４１
条１項）。被相続人の一方の父母の祖父母が存在しないときは，これらの者に
帰属すべきであった遺産の半分について，他方の父母の祖父母が，彼らに直接
に帰属する遺産の半分に対するのと同範囲で相続する資格がある（同条２項）。
ある者が被相続人と一つ以上の親族関係にあるときは，その者は，いずれの
側面からも，特にこの側面から鑑察した親族として彼に帰属するのと同じ相続
権を行使しうる（７５０条）。自由に相続しうる財産に関する相続の権利は，これ
らの４つの親系に制限される（７５１条）。しかし，８人の曽祖父母が相続しうる
のみであり，その直系卑属は相続権を有しない（６１）。１９１４年の第１勅令（６２）までは，
法定相続権は第６親系の親族までに制限されていた。相続権者の範囲が狭めら
れたのは，被相続人の通常の意思が考慮されたためであるが，財産共同体でも
ある家族共同体の範囲が時代とともに狭くなってきたからだといわれる（６３）。
ハ 法定相続人（配偶者）
被相続人の配偶者は，被相続人の子およびその直系卑属と競合するときは，
遺産の三分の一，被相続人の父母およびその直系卑属または祖父母と競合する
ときは，遺産の三分の二の法定相続人である。祖父母と並んで死亡した祖父母

３８ 駿河台法学 第３０巻第２号（２０１７）



の直系卑属が存在するときは，生存配偶者は，その他に，遺産の残存する三分
の一のうち，７３９条，７４０条により死亡した祖父母の直系卑属に帰属すべきで
あった部分をも取得する。第１親系の法定相続人も第２親系のそれも，また祖
父母も存在しないときは，生存配偶者が全遺産を取得する（７５７条１項）。夫婦
財産契約または相続契約によって配偶者が被相続人の財産から取得するすべて
の財産は，配偶者の相続分に算入しなければならない（同条２項）。
当初のオーストリア民法典では，配偶者は，六つの親系に属する相続権者，
養子，認知または非婚の親族関係に基づく相続人のいない場合に全遺産を承継
し，尊族たる相続人がいる場合は，配偶者は遺産の四分の一を承継したが，直
系卑属が相続する場合は，子の数に依存する相続分への用益権のみを有した。
子の数が一人または二人であるときは，遺産の四分の一に対する用益権を，子
が３人以上であるときは，子の相続分に対する用益権を有した（１８１１年ABGB
７５７条）。しかし２０世紀の初めには他方の配偶者を失った配偶者から遺産の四分
の三を剥奪することは苛酷だという声が高まり，配偶者が直系卑属とともに相
続する場合は四分の一，親およびその直系卑属または祖父母とともに相続する
場合は二分の一，さらに先死した祖父母の直系卑属とともに相続する場合は，
その祖父母に帰属する割合を相続する，すなわち４人の祖父母のうち１人，２
人または３人が死亡していた場合は，各々全部で八分の五，四分の三または八
分の七を，すべての祖父母が死亡していた場合は，全遺産を相続するものとさ
れた。子と配偶者が相続する場合は，子の数とは無関係に四分の一を相続する
ものとされた（１９１４年第１勅令）。そしてこの場合の配偶者の有する権利は，
それまでのオーストリアだけでなく，この頃の多くの国で採用されていた用益
権ではなく，所有権とされた。配偶者が遺産について用益権を取得する古い立
場では，子の相続財産の活用が制限を受けるためである。この頃は配偶者の遺
留分権はまだ認められておらず，その扶養請求権がその代わりになるものとさ
れていた（６４）。
１９７８年には夫婦財産制および離婚法の改正（６５）がなされたが，それに付随して
配偶者相続規定も改められた。配偶者は第１順位の法定相続人と並んで三分の
一の相続分を有する。親およびその直系卑属または祖父母と並んで配偶者は三
分の二を相続する。その他は旧来の規定が維持される。したがって祖父母と並
んで死亡した祖父母の直系卑属がいる場合は，配偶者は残りの遺産のうち死亡
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した祖父母に帰属すべき割合も取得する。第４親系の相続人のみである場合は，
配偶者は全遺産を承継する。これに続いて２００４年には「家族法および相続法改
正法」が成立した（６６）。この法律はさらに配偶者の相続法上の地位を向上させ，
配偶者が死亡した祖父母に帰属すべき相続分だけでなく，先死した兄弟の直系
卑属に帰すべき相続分もまた取得することになった（６７）。
配偶者相続権に付加して，夫婦の一方が適法に相続資格を剝奪されていない
限り，法定先取遺贈として被相続人の死亡後も婚姻住居に継続して居住する権
利と，婚姻世帯に属する動産が，その従前の生活関係からみて継続使用の必要
がある限度で，生存配偶者に帰属する（７５８条）。婚姻住居に居住し続ける権利
は，被相続人がその死亡後もその住居に対する権限を有している場合で，生存
配偶者がその住宅を相続によりまたは他の特別法（MRGまたはWEG）によっ
て取得しまたはすでに有しているのでない場合に限り認められる。主たる適用
事例は，区分所有アパートや被相続人個人所有の一家族用住宅である。居住権
は無償で行使されうるが，生存配偶者は管理費用および保持費用を負担しなけ
ればならない。複数の住居があるときは，主たる住居にその権利が制限される。
生存配偶者の生活に必要な動産とは，家具，調度品，家財道具，食器セット，
絨毯，絵画，テレビ，ラジオ，ステレオ，ビデオなどであり，画廊，切手のコ
レクション，使用されていないシナの陶器，金庫の中身などは含まれない（６８）。
自己の有責事由により離婚した配偶者は，法定相続権も法定先取遺贈請求権も
有しない（７５９条１項）。法定相続権および法定先取遺贈請求権は，被相続人が
その死亡の当時１９３８年７月６日婚姻法により離婚または婚姻の取消を訴求する
権利を有しかつその訴訟を提起していたときは，離婚または婚姻取消事件にお
いて生存配偶者が有責とみなされるべき場合には，生存配偶者にはこれが認め
られない（同条２項）。
オーストリア民法典には当初先取り遺贈の制度は存在していなかった。第１
勅令（１９１４年）がドイツ民法に倣って夫死後の苛酷な事例を救済することを考
慮に入れたものである。配偶者は，特に取得が疑わしい場合は夫に由来すると
され，家財もまた推定が反駁されるまで彼の遺産に数えられるという旧１２３７条
（夫婦財産制）の苛酷な結果にさらされた。先取り遺贈の場合相続分の増加だ
けでなく，夫の生前から有している遺産に属する物の占有をできるだけ維持す
るという利益を保持する。１９７８年の配偶者相続権，夫婦財産制および離婚法改
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正法（６９）および１９８９年の相続法改正法（７０）は，配偶者のためにこの制度を大きく改
正した。新法では配偶者が適法に相続権を剥奪されない場合，法定の先取り遺
贈として住居にさらに住み続ける権利が帰属する。さらに先取り遺贈は，すべ
ての婚姻住居に帰属する動産を，それがその継続に従来の範囲で必要な限り，
包含する。また１９７８年から先取り遺贈が相続人の指定とは無関係に与えられる
ことが明示された。最も重要な改正点は，１９８９年の相続法改正法による居住権
の導入である。先取り遺贈は遺留分に似た性質を有している。それは他のすべ
ての遺贈に優先して欠けることなく実行され，かつ他の遺留分請求権および扶
養請求権に対してもまた優先する（７８３条）（７１）。
２００９年には登録パートナー法が制定された（７２）。同法は登録パートナーの相続
権に関する規定も包含する。５３７a条によれば，配偶者にとって標準となり，婚
姻法に関わる相続法の規定は登録パートナーおよび登録パートナー関係にも準
用されうる。したがって相続法にとって登録パートナー関係と婚姻の同視が目
論まれ，その結果相続法上登録パートナー同士は配偶者同士のように扱われ
る（７３）。これに対して内縁関係にある者（Lebensgefährten）は法定相続権を有
しない。
ニ 相続人の不存在
相続権を有する者が存在せず，または誰も相続財産を取得しないときは，相
続する者のいない財産として遺産は国庫に帰属する（７６０条）。本章に規定され
た相続と異なる相続形態は，農業用財産および聖職者の遺産を考慮して政令で
定める（７６１条）。
１８１１年法にも相続人不存在の場合の国庫財産への帰属が規定されていた。遺
言による相続人も法定相続人もいない場合，遺産は相続人のない財産となった
が，国庫または議会に国家の必要の充足のために帰属する財産とされた。第１
勅令はこれを新たに規定し直した。理由として国庫帰属権がもはや財政上の利
益によってではなく，社会政策的動機によってのみ正当化されうることが述べ
られた。法文上は変更は僅かである。遺産が相続人のない財産として国庫に帰
属するという表現から，遺産の国庫帰属が相続ではないことが導かれる（７４）。
ホ 法定の特別相続権
使用―および用益賃借権は原則として自由に相続される。住居の場合は，
MRG（賃貸借法）１４条２項により緊急の住居の必要があり，かつ死者と共同
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の生活を送っていた近縁者のための賃借権を承継する権利（Eintrittsrecht）
がある。近縁者に含まれるのは，配偶者，登録パートナー，内縁関係にある者
（生活共同体はその住居で少なくとも３年間継続していなければならない。そ
の賃貸家屋での比較的短期の共同生活の場合は，その住居が被相続人と共通で
あれば十分である。この承継権は同性のパートナーの場合も同様に認められ
る），直系親族（親，祖父母，子，孫），養子，兄弟である。複数の継承権者が
いる場合は共同で承継する。建物建築費用への拠出（WGG（住居共同利用法
（Wohnungsgemeinnützigkeitsgesetz））１７条），保証金および賃料の前払い，
消化されていない保持―および改良額が遺産に帰属するか，それとも承継権の
ある賃借人に帰属するかはまだ議論されている（７５）。
住居所有権は一つの法人，人的会社にまたは最大二人の自然人に各々半分ず
つ譲渡されうる。遺産の分割は強制的に遺産分割手続きでなされねばならない。
同意が得られない場合は，住居所有権は競売に付される（WEG（住居所有権
法）１２条）。住居所有権が二人の自然人の共有に属するときは，生存する一方
が遺産裁判所により確定された相当期間内に放棄もしないし，相続人及び遺留
分権利者との間で異なった法律上許容される合意（一人の者への譲渡または二
人の自然人への半分ずつの譲渡）もなされない限り，生存する当事者が法律上
当然に（WEG１４条）共同所有権の死者の持ち分を取得する。遺産分割手続き
外の特別法上規定された所有権移転が問題になる。生存当事者はその取得のた
めに遺産に引き取り価格を支払わなければならない。引き取り価格は通例住居
所有権の取引価格の半分である。生存当事者自身が遺留分権利者であり，かつ
その緊急の住居の必要の満足のために生存当事者に住居所有権が資する場合は，
その者は住居所有権の取引価値の４分の１を支払わなければならない。遺産が
超過債務を負担する場合は，生存当事者は，債務の返済に必要な額，最大住居
所有権の取引価格の４分の１を遺産に支払わなければならない。即時の支払い
が期待できないときは，遺産裁判所は支払いの軽減を認めうる。生存住居所有
権当事者が法律上の所有権移転を放棄し，かつ他の法律上許容された，生存住
居所有権当事者，相続人および遺留分権利者の間の合意も存しないときは，遺
産裁判所は全部の住居所有権の競売を行わなければならない（７６）。
農民の特別の相続のための法的基礎は農家単独相続人法（Anerbengesetz）
である（７７）。農家単独相続人法はティロルおよびケルンテンでは適用されない。
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農家の単独相続人法は，一定の面積の農地および森林資産の法定相続では一人
の相続人のみに継承され，それによって農場の分割および小さな経営の発生を
防ぐという目的を有する。同法は少なくとも二人の成人の扶養に十分であるが，
その額の２０倍を超ええない平均的な収入を有する農業または森林業である世襲
農場にのみ適用される（AnerbenG（農家単独相続人法）１条１項）。平均的
な収入の計算にはすべての相続農地に含まれる財産の構成部分およびすべての
挙げうる収穫が含まれる。農民の遺産手続は，それ以外の場合に適用される規
定（AussStrG（非訟事件手続法）１８１条）とは異なり，強制的に遺産手続で行
われなければならない。複数の共同相続人がいる場合は，遺産裁判所は職権で
遺産の引渡し前に遺産分割を行い，相続農地を単独相続人に帰属させねばなら
ない。単独相続人はいわゆる引継ぎ価格を遺産中に支払わなければならない。
この引継ぎ価格は通例取引価格を大きく下回り，収穫価値に近づく。相続農地
の代わりに単独相続人に対する示談金請求権が発生する。相続農地自体は遺産
分割手続の対象ではない（７８）。
被用者法（AngG）２３条６項による死亡の場合の補償金（Abfertigungsan-
spruch）もまた同様に特定の法定相続人の特別法上の請求権が問題になる。被
用者は生前にもまた死亡を原因としてもこの請求権を処分することはできない。
被用者が死亡した場合，彼がその扶養に関して義務を負う法定相続人に，被用
者がこのときに補償金として取得した額の半額が帰属する。複数の相続人は頭
数に従って補償金を分割する。死亡を原因とする補償金は遺産には属しない（７９）。
遺族年金は遺族が本来有する請求権である。年金は申立により寡婦，寡夫，
登録パートナー，別居しているが，扶養請求権を有する配偶者，生活維持能力
のない嫡出子，非嫡出子に帰属する。年金の権利，年金額については年金保険
庁が情報を与える（８０）。
個人の亡骸としての遺体も同様に相続の対象とはならない。それは物ではな
く，人格の継続である。埋葬は，相続人であるかどうかを問わず，近い親族が
決する。その場合現実に存在する近縁関係から個々の事例において出発すべき
である。親族は，それが公法の規定に反しない限り，被相続人の終意処分に拘
束される。例えば，被相続人が死後その遺体を解剖に付するという指示は許容
される。墓標や墓の処分権は埋葬規則によって定められる。これは通例被相続
人の終意処分を考慮に入れる（８１）。
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⑻ 遺留分および遺留分，相続分の算定
イ 遺留分の法的構成
オーストリア民法典の施行直後から重要な遺留分法上の問題が生じた。一つ
の考え方では，遺留分権利者のために被相続人の処分の自由が直接にではなく
制限される。彼は相続人を自由に選ぶことができる。彼が遺留分を侵害した場
合，すなわち正当な権利者に最小限の価値部分も与えなかったときは，彼らは
遺産に対する義務的な請求権または相続人に対して特定の価値割合の支払請求
権を有する。遺留分権利者はそのため相続人ではなく，単なる債権者である。
他の考え方では，遺留分権利者は法定相続人であり，被相続人の意思に反して
絶対的権利を有する相続人として遺産の継承に参加する。この場合遺留分権利
者は相続人に対して遺産に対する絶対的権利（物権）を取得する。彼は遺産に
直接に関与し，したがってより強い保護を享受する。他方において彼は，相続
人として直接に遺産の債務のために責任を負う。オーストリア民法典では，当
初から遺留分が法によって許容された相続権であるのか，それとも金銭に向け
られた請求権に過ぎないのか明らかでなかった。若干の法文は，遺留分権利者
を疑いもなく，法定相続権に比べて縮小された割合を伴う法定の相続人とみた
（７２７，７２９，７６４，７８６条）。判例の中には（８２）遺留分権利者は，欠缺する価値の
金銭支払い請求権にすぎないとするものもあった。この解釈は第一連邦法整理
法（Erstes Bundesrechtsbereinigungsgesetz（１．BRBG））により除去された。
しかし，それによって実体的な法状況の変化は生じなかった。もちろん改正前
のオーストリア民法典には単なる金銭債務の体系には適合しない規定もある。
例として７８６条を挙げうる。その２文は，現実の分割まで遺産は利得および損
失に関して一般相続人と法定相続人の間の割合に応じた共同財産と観察される
べきであるとする。この関わりは，通説によれば，弁済期の到来した遺留分請
求権からの利息請求権に代わるものである。しかし，前出判例（８３）以来７８６条２
文の共同体は体系に反している。もっとも，判例，学説は，７８６条２文を，こ
れが無理な解釈によってのみ可能であるにもかかわらず，維持しようとする。
ヴェルザーによれば，遺留分権者は相続権，すなわち遺産または持ち分に対す
る権利を有さないのだから，彼と相続人の間には８２５条以下の現実の権利共同
体もまた発生しない。彼は単に債務法上相続分と現実の分与との間で遺産に対
する彼の価値請求権の割合においてその有利なまたは不利な清算に関与するに
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すぎない。その古い法文を除去し，遺留分請求権が利息を生じることを規定す
べきである（８４）。
ロ 遺留分権利者，遺留分額
オーストリア民法典制定後の遺留分法における最も重要な改正は，おそらく
配偶者のための遺留分権の導入および完全な法律婚の保障により生じた非婚関
係における遺留分権であろう。１９７８年の配偶者相続権，夫婦財産制および離婚
法新規定に関する連邦法１条 Z４による７６２条の新しい法文によれば，被相続
人が最後の指定において考慮しなければならない者は，子が欠けているときは
父母および配偶者である（７６２条）。（広義の）子という表現の下では，一般的
ルールに従って孫と曽孫も含まれる。（広義の）親という表現のもとでは祖父
母のすべてが含まれる。これらの者のために法定相続すべき権利と順位が生じ
たときは，男性であるか女性であるか，また嫡出であるか非嫡出であるかは問
われない（７６３条）。これらの者が請求する権利を有する相続分は，遺留分と呼
ばれる。この点を考慮してこれらの者は遺留分権利者といわれる（７６４条）。
子および配偶者には，法定相続により自己に帰属すべき相続分の二分の一が
遺留分として帰属する（７６５条）。本条は１９７８年の改正により規定された。婚姻
関係との同視によりもちろん非婚姻関係（登録パートナー）にも遺留分権が存
在する（８５）。
尊属系ではその者が法定相続により取得すべき部分の三分の一が遺留分とし
て帰属する（７６６条）。
ハ 相続放棄，相続人の廃除などと遺留分
相続を放棄した者，第８章の規定により相続から除外された者または被相続
人により適法に相続資格を剥奪された者は，遺留分権を有さず，遺留分の算定
に際してはその者が存在しないものとしてこれを算出する（７６７条１項）。７７３a
条による遺留分の減額は，他の遺留分権利者の遺留分を増加させることはない
（７６７条）。
以下の場合は子の相続資格は剥奪される。苦境にある被相続人を遺棄したと
き（７６８条２号），故意になされた一つまたは複数の可罰的行為により終身刑ま
たは２０年の自由刑に処せられたとき（同条３号），公の道徳に反する行状を継
続的に続けたとき（同条４号）。前条と同様の理由に基づいて配偶者および父
母も相続資格を奪われうる。そのほか配偶者はその補佐義務を著しく怠ったと
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きも同様である（７６９条）。１９７４年，１９８９年の改正で（８６）親が被相続人の監護，養
育を怠ったときは，親の相続権が排除されるという法文が削除された。また
７６８条３号は，それまでは子についてのみ廃除原因として認められていた（８７）。
遺留分権者は，５４０条から５４２条までの規定により相続人に値しない行為をし
たときも，被相続人の最終意思の表示により遺留分を剥奪されうる（７７０条）。
廃除原因は，それが被相続人によって表明されたものであれ，そうでない場合
であれ，相続人によって証明され，かつ法の文言および趣旨に基づくものでな
ければならない（７７１条）。廃除は，明示的に法定の方式に従って表示された撤
回によってのみ取り消されうる（７７２条）。遺留分権利者が極めて多額の借金を
しているか，または浪費家である場合は，彼に帰属すべき遺留分の全部または
大部分がその子から奪われる蓋然性ある懸念があるときは，被相続人により彼
から遺留分が剥奪されるが，それが遺留分権利者の子に帰属させられるという
形で剥奪されるにすぎない（７７３条）。
親の一方と子がいかなる時期においても親子間の家庭で通常存在するような
親しい関係になかったときは，被相続人がそれを指示する場合には，この親ま
たはその尊属の遺留分は，その子および彼の卑属に対して，子およびその卑属
の遺留分は，その親および彼の尊属に対して，二分の一に減額される（７７３a条
１項）。７７１条および７７２条は遺留分の減額に準用される（同条２項）。この１９８９
年の相続法改正法により導入された遺留分の縮減は，相続法の新規定である。
それはある程度において非嫡出子が相続法上嫡出子と同視されたことの代償と
考えられる。それに対して家族の負担で被相続人となんら関係のない者が遺留
分（に相当する財産）を取得すると批判された。それを避けるために，被相続
人に卑属および尊属の遺留分の減額を可能にするが，配偶者の遺留分を減額す
ることは可能にしない遺留分の縮減が導入された。２００１年の子供法改正法（８８）に
より導入された７７３a条３項は，子の訪問権を強化するために，被相続人は，彼
が遺留分権利者との人的交流権の行使を理由なく拒否した場合は，遺留分減縮
の権利を失うと規定した。新７７９条２項は，その遺留分が縮減された先死した
遺留分権利者の卑属は単に縮減した遺留分のみを請求しうると規定する。７７３a
条１項のもとの法文は，要件が複雑であったが，２００４年の家族法，相続法改正
法は法文を簡素化した。今では被相続人と遺留分権利者がいかなるときもかよ
うな親族関係で通常の親しい関係にないことのみが問題となる。以前は親と子
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の間の関係が標準となり，例えば，その祖父との関係における子の遺留分もま
た問題になった（８９）。
遺留分は，明示的に遺留分という名称を使わなくても，相続分または遺贈の
形でこれを残すことができる。遺留分は遺留分権利者に完全に自由に留保され
なければならない。この自由を制限する条件や負担は無効である。遺留分権利
者に法定より多い相続分が授与されたときは，その相続分はその遺留分を超え
る部分までに限りこれを剥奪することができる（７７４条）。
ニ 遺留分権利者の法的手段

７６８条から７７３条までに規定された条件によらずに相続権を剥奪された遺留分
権利者は，その者にふさわしい完全な遺留分の回復を請求することができる。
遺留分権利者の遺留分の純粋な額が減らされたときは，その補充を請求しうる
（７７５条）。遺留分権利者に帰属すべき遺産に対する割合が彼に帰さずまたはそ
の全部が帰しているとはいえないときは，彼はその補充またはその遺留分の支
払を求める金銭債権を有する。遺留分は純粋な遺産，すなわち積極財産から死
者の負債および死亡に伴う債務（埋葬費用，裁判所特別委員，遺産評価のため
の専門家，遺産管理人の費用，裁判費用）を控除した額が帰する。その評価の
基準時は死亡の日であるが，遺留分の協議または判決（口頭弁論の終結）によ
る最終的な確定までのその後の収益および価値の変化が顧慮される（９０）。
その存在が被相続人に知られた複数の子のうち，一人が全く遺言書で無視さ
れたときは，その子は同様に遺留分のみを請求することができる（７７６条）。複
数の子のうち一人を遺言で無視したことが，その子の存在を被相続人が知らな
かったために過ぎないとの事情に基づくことが証明されたときは，無視された
子は，遺留分だけで満足すべき義務はなく，最も取得額が少ない遺留分権利者
に帰属する相続分に等しい相続分を請求することができる。遺留分権利者が他
に一人のみ存在するときまたは他のすべての相続人に同じ割合で権利があると
きは，無視された子はこれらの者に等しい相続分を請求することができる（７７７
条）。被相続人がただ一人の遺留分権利者を有したが，彼を上記の錯誤に基づ
いて黙って無視したとき，または子のない被相続人が最終意思を表示した後で
始めて，予定されていなかった遺留分権利者がいることが明らかになったとき
は，公共施設に対して，給付されたサービスの報酬としてまたは善意でなされ
た遺贈のみは，純遺産の四分の一を超えない額まで比例的に支払われ，最終意
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思のその他の定めは，すべて完全に効力を失う。遺留分権利者が被相続人より
先に死亡したときは，遺贈は再び効力を取得する（７７８条）。子が被相続人より
先に死亡し，直系卑属を残しているときは，この遺言で無視された直系卑属は，
相続権に関しては子に代わる（７７９条１項）。その遺留分が減額された，先死し
た遺留分権利者の直系卑属は，減額された遺留分のみを請求することができる
（同条２項）。次に，廃除された子の直系卑属は，単に遺留分のみを請求する
ことができ，被廃除者が被相続人より長く生きた場合も同様である（７８０条）。
本条後段は，相続欠格の場合と同様第３勅令により改正された。被相続人の配
偶者または父母が遺言で無視されたときは，これらの者は遺留分のみを請求す
ることができる（７８１条）。遺言で無視された遺留分権利者が７６８条から７７０条ま
でに挙げる廃除原因にあたる事実を有責でおかした旨を相続人が証明すること
ができるときは，無視は黙示の法定相続権剥奪事由とみなされる（７８２条）。
帰属すべき相続分ないし遺留分が全くまたは完全には遺留分権利者に正確に
量り分けられていないすべての場合には，指定相続人および受遺者は，割合に
応じて完全な支払い義務を負うが，法定の先取り遺贈を受けた配偶者はこの限
りでない（７８３条）。
第３勅令の前は，最高裁判所（OGH）は，遺留分（Pflichtteil）と相続財産
遺留分（Nachlasspflichtteil）とが同じだと考えていた。後者は，遺産すなわ
ち被相続人の死亡時に存在する財産の一定割合であり，生前贈与により影響を
受けず，常に遺産によりカバーされるとされた。したがって遺留分の計算のた
めに被相続人死亡時の財産状態のみが基礎となった。それとは全く無関係に
９５１条は，被相続人が生前贈与によりその将来の遺産を減少させた場合のため
に遺留分権利者に受贈者に対する受け取った過剰分の返還請求権を与えた。こ
の計算の基礎を贈与時の財産状態が形成するというのである。これらすべては
最高裁判決（９１）が詳しく説明した。被相続人が生前に与えたが，遺留分計算に際
して顧慮されるべきあらかじめの受領がすでに第３勅令の前に７８８条に従って
存在したことが一見したところこの見解に反した。この判例の見解はまた通説
にも反した。第３勅令の前にすでにその問題が立法者による緊急の措置を必要
とするというのが一般的見解であった。遺留分権の保護が強化されねばならな
い。新規定が緊急に定められるべきである。贈与者の遺産が遺留分の填補のた
めに十分な場合ですら，遺留分権利者の不足分の是正が常にもっぱら受贈者に
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対する請求権の中にのみ存在するのでは不十分である。遺留分の計算に際して
すべての贈与を遺産に持ち戻すという立法例に従うべきである。この方式によ
れば，遺産（指名相続人）に対する遺留分権利者の遺留分減殺請求権は増加す
る。受贈者に対する返還請求権は補充的なものとなる。第一の目的のために新
しい規定が必要である（７８５条）。第二の目的のために９５１条の改定で十分であ
るというのである（９２）。
ホ 遺留分の計算
第３勅令による改正規定はその後も維持された。それによれば，遺留分を正
しく算定するために，被相続人がその承継者に自由に相続させることができる，
遺産に属する動産および不動産のすべて，権利と債権のすべて，さらには相続
人または受遺者が遺産の中で負う債務さえも，すべて厳密に記載し，評価され
る。遺留分権利者は，自由に評価に立ち会い，異議を述べることができる。真
の価値の調査のために遺産物件を売りに出すことは彼らによって強制されえな
い。債務その他の負担は，それが被相続人の生存中においてすでに被相続人が
財産の上に負担しているときは，遺産から控除される（７８４条）。遺留分権を有
する子または遺留分権を有する配偶者の請求に基づいて，遺産の算定に際して
被相続人の贈与が遺産に持ち戻される（７８５条１項）。前項の権利は，被相続人
が遺留分権を有する子を有していたときになした贈与に関してのみその子に帰
属する。配偶者には，その権利はその被相続人との婚姻中になされた贈与に関
してのみ帰属する（同条２項）。いずれの場合にも，被相続人がその基本財産
を減少させることなく収入から，共益目的で，倫理上の義務に一致して，また
は儀礼のためになした贈与は考慮されない。被相続人の死亡の２年以上前に遺
留分権を有しない者になされた贈与も同様である（同条３項）。遺留分は，遺
贈およびその他の最終意思に基づく負担を考慮することなく算出される。現実
の遺産分割がなされるまでは，遺産は，積極財産と消極財産とを考慮して，遺
留分のない一般相続人と遺留分権者との間で比例的に共有財産となるものと考
えられる（７８６条）。
７８５条によれば，既述のように原則としてすべての贈与が持ち戻されうる。
少なくとも一人の子孫の存在という要件から，贈与時に受贈者が，それが遺留
分侵害に導くであろうと推測することができなかった贈与が持ち戻されること
が妨げられる。贈与の持ち戻しを請求する権利は，自ら贈与の際に存在してい
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たに違いない卑属のみがこれを有する。持ち戻しへの請求は，財産の増加がす
べての遺留分権利者のための遺留分計算の基礎を形成することを帰結する。
７８５条の時間的制限は，被相続人の死亡の直前の期間が主として遺留分権回避
のための危機的な期間であるがゆえに，正当なものとみられる。遺留分権者の
間での期間の部分的効力は不適切と考えられた。そのためそれは放棄された。
婚姻当事者間では贈与による利益は本来婚姻関係が解消したときから問題にな
るがゆえに，この場合期間はその前は開始しないものとされた（９３）。
ヘ 遺留分への算入
遺留分権利者が被相続人の遺贈やその他の処分により現実に遺産から取得し
たすべてのものは，遺留分の算定に際して考慮に入れられる（７８７条１項）。遺
留分の算定に際して贈与が考慮されるべきときは，各遺留分権利者は持戻しに
より実現する自己の遺留分の増加に，彼が自ら被相続人から取得した，７８５条
に従って遺産に加算されるべき贈与を算入しなければならない（同条２項）。
被相続人が，その娘もしくは孫娘の生存中に婚姻贈与として，その息子もしく
は孫に独立資金として，または直接に官職への就任のために，あるいは営業の
ために与えたもの，または成年に達した子の債務の弁済のために費消したもの
は，遺留分に持ち戻される（７８８条）。複数の受贈者がいる場合は，まず第一に
最も新しい受贈者が負担する。同時に贈与された者は割合に応じて負担する
（９５１条３項）。混合贈与は贈与の部分のみ持ち戻される（９４）。被相続人が相続分
の前払いとしてなした生存中の出捐は，一般に遺留分算定の基礎財産に持ち戻
されうる。さらに配偶者の遺留分算定の基礎財産には，配偶者が法定先取遺贈
（７５８条）として取得するすべてのものが持ち戻されうる（７８９条）。
贈与の持ち戻しに関する規定は，財団への財産の寄付の場合にも類推される。
生命保険の出捐も同様である。この場合支払われた保険料や買戻し価格ではな
く，全部の保険金額が持ち戻される。死因贈与は遺産の一部であり，そのため
契約締結が贈与者の死亡の２年以上前に生じた場合でも持ち戻されうる。以下
の贈与は持ち戻されない：①被相続人が単なる収益からなした贈与，②例えば
家族法上の規定に従って存在する義務をあまり大きく超えない子への給付の場
合のような倫理的な義務に従った共益目的のまたは礼儀上の贈与，③遺留分権
のない者（例えば内縁関係にある者，娘婿，その遺留分を放棄した子）への被相続
人の死の２年以上前になされた贈与。それは逆に遺留分権利者への贈与が無期
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限に持ち戻されうることを意味する。最後の免責規定は実務上大きな問題を提
起する。それは複数の遺留分権利者間の不平等取り扱いに導くからである（９５）。
第３勅令は，贈与が遺留分権利者に対して全部の遺留分についてではなく，
それにより惹起された増加分，すなわち贈与遺留分についてのみ持ち戻されね
ばならないという不条理な規定を定めた（７８７条２項）。当初は取得された贈与
を遺留分に無条件に持ち戻すとしていた。制限的な持ち戻しは，特に被相続人
が７９１条に従ってすべての遺留分に持ち戻すことを留保しうることにより正当
化された。９５１条の新規定は，特に遺留分がまず第一に遺産から填補されるべ
きことおよび受贈者が，填補が遺産からなされえない限りにおいてのみ関与す
ることを意味している。贈与の持ち戻し規定は立法上の失敗に属する。第３勅
令は改定を必要としていた取り戻し規定を改善したのではなく，７８５条の新設
および７８７条２項の改定により問題を先鋭化し，不満足な結果に導いた。それ
以来持ち戻し法に存在する問題が多くの学説上の議論の対象となった。全部の
持ち戻し法の改正の必要，特に７８５条，７８７条および９５１条の改正の必要は疑問
の余地がない。その間に私的財団への出捐という新たな問題が生じた。また
１９７８年の配偶者相続法の改正（９６）による配偶者への遺留分権の導入は，持ち戻し
規定にも影響を及ぼした。これは７８５条および７８９条である。２００９年の家族法改
正法による嫁資に関する規定の廃止（例えば７８８条）もなされた（９７）。
贈与遺留分の計算の場合は，出捐の時点や口頭弁論の終結の時点ではなく，
被相続人死亡時の出捐の価値が基準となる。これに対して相続開始以後の価値
の変動は考慮されない。贈与遺留分は補充請求権であり，遺産の加重負担は贈
与の価値から控除されるべきである（９８）。
最終意思に基づく，子の相続に際しての持ち戻しは，それが被相続人によっ
て明示的に指示される場合にのみなされる。それに対して法定相続に際しても
また，子は被相続人からその生前に上に述べられた（７８８条）目的で受け取っ
たものを持ち戻さなければならない。孫に対しては彼が直接に自ら受け取った
ものだけでなく，その代わりであるその親がかような方法で取得したものもま
た相続分に持ち戻される（７９０条）。上記の事例以外に親が子に出捐したものは，
その親が明示的にその償還を留保したものでない場合は，贈与とみなされ，持
ち戻されない（７９１条）。親は法定相続の場合でも，子に明示的に持ち戻しを免
除することができる。しかし残りの子の必要な教育や監護が，彼らの固有財産
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からも，親の固有財産からも賄えないときは，その子は，７８８条に述べられた
目的のためにあらかじめ取得したものを，兄弟姉妹の教育のために必要な程度
で持ち戻さなければならない（７９２条）。受け取ったものの相続分への持ち戻し
は，各々の子が遺産分割の前にもなお持ち戻すべき物件と同じ額を取得するこ
とによりなされる。遺産がそれに十分でないときは，先に贈与を受けていた子
は，いかなる相続分も要求しえないが，いかなる償還も義務づけられえない
（７９３条）。持ち戻しの際に贈与物が現金ではなく動産または不動産であるとき
は，不動産の価格は，贈与の時点での価格が基準となるのに対して，動産の価
格は，相続の開始の時点での価格が基準となる（７９４条）。
ト 遺留分権利者の扶養請求権
遺留分を適法に剥奪された遺留分権利者でも常に必要な扶養が与えられなけ
ればならない（７９５条）。配偶者は，７５９条および７９５条の場合を除いて，再婚し
ない限り，相続人に対して遺産の価額に達するまで，９４条の原則（婚姻費用分
担請求権）に準じて扶養を求める権利を有する。配偶者が契約上の出捐または
終意処分による出捐により被相続人から取得し，または法定相続分として，遺
留分として，公法上のもしくは司法上の給付として取得したもののすべてが，
この請求権に算入される。配偶者の固有の財産，配偶者によって現実になされ
た，もしくは事情により配偶者に期待されうる収入獲得活動による収入も同様
である（７９６条）。
１９７８年の改正は，従来の配偶者の扶養請求権を若干修正した形で維持した。
配偶者は再婚まで相続人に対して，婚姻継続中と同様に９４条の原則に基づく請
求権を有する。すなわち相続人は遺産の価値の限度でそれにつき責めを負う。
その請求権の中には，配偶者が被相続人に対して契約上または最終意思による
出捐により法定相続分，遺留分または公法上または私法上の給付として取得す
るすべてのものが含まれうる。事情により期待されうる固有の財産や収入獲得
行為の成果も同様である。離婚した夫婦は請求権を有しない。適法に相続権を
剝奪された者は，必要な扶養のみを請求しうる（７９５条）。当初扶養請求権は遺
留分の代わりになるものとみられていたが，今では配偶者遺留分権の同時的な
導入により遺留分権と並んで生じる。もちろん両者がともに認められるわけで
はない（９９）。
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⑼ 遺産の占有
イ 遺産占有の要件
誰も自力で遺産を占有することはできない。相続権が裁判所で審議され，か
つそれにより遺産の引渡しすなわち法律上の占有の引渡しが実現されなければ
ならない（７９７条）。すなわち，オーストリアでは相続人および受遺者は自動的
に被相続人の権利承継者になるのではなく，裁判所の遺産手続の実行によって
のみ占有を取得する（１００）。裁判所が死亡事件の後で職権によりどれだけのこと
をなさなければならないか，およびどれだけの期間およびどのような注意の手
段がこの処理行為に際して観察されるべきかは，特別の，裁判上の手続につい
て存在する規定が定める。この場合相続人またはその他遺産に対して請求権を
有する者に，彼に帰属するものの占有を取得するために何をなす義務が帰する
かが確定される（７９８条）。２００４年の家族法，相続法改正法は，主に理論的な意
味を有するに過ぎないが，内容的には従来認められていたルールを新たに規定
した（７９８a条）。この７９８a条によれば，引渡決定は，裁判所が債務超過の遺産
を相続人に弁済に代えて引き渡したときは，取得の権限を構成する（１０１）。
遺産を占有したいと思う者は，遺産が終意処分，有効な相続契約または法律
に基づいてその者に帰属するという法的権限を裁判所に証明し，かつ彼が相続
を承認することを明示的に表明しなければならない（７９９条）。相続の開始ない
し相続の承認（Erberklärung）は，同時に承認が無条件であるのか，それと
も遺産目録の作成により得られる法的利益を留保してなされるのか（限定承認）
の表示を包含するものでなければならない（８００条）。
ロ 相続の承認
無条件の相続承認は，遺産が不足するときでも，その請求権につきすべての
債権者に対して，またその遺贈につきすべての受遺者に対して相続人が責任を
負わなければならない（８０１条）。財産目録を調整するという法的利益を留保し
て相続が承認されたときは，裁判所は，相続財産の負担で財産目録を速やかに
作成することを命じなければならない。このような相続人は，債権者や受遺者
に対して，遺産が彼らの，および相続権以外の相続人自身の彼に帰属する請求
権のために十分である限りにおいてのみ義務を負う（８０２条）。
被相続人は，相続人からこの法的利益を留保した承認の権利を奪うことも，
また財産目録の作成を禁止することもできない。夫婦間の相続契約でそれにつ
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きなされた放棄ですらいかなる効力も有しない（８０３条）。財産目録の調整は，
遺留分権を有する相続人もこれを請求することができる（８０４条）。自己の権利
を自ら管理することができる者は，遺産を無条件でまたは上記の法的利益を留
保したうえで承認するか，もしくは相続を放棄するかの自由を有する。後見人
または補佐人（Kuratoren）は，それぞれの箇所で与えられた規定（２３３条）
に従わなければならない（８０５条）。相続人は，裁判所になした相続の承認の意
思表示を撤回することも，無条件の意思表示を変更することも，また後になっ
て遺産目録の法的利益を留保することもできない（８０６条）。複数の相続人中の
ある者が無条件で，他の者または彼らのうち一人のみが遺産目録の法的利益の
留保つきで承認することを相続人に表明したときは，遺産目録が調整されるべ
きであり，かつこの留保に制限された相続の承認が遺産の処理の基礎となるべ
きである。この場合および財産目録が調整されるべきすべての場合において，
この者にまだ遺産が引き渡されていない限り，無条件の遺産相続の意思表示を
した者も，財産目録による法的利益を受ける（８０７条）。ある者が相続人に指定
された場合において，彼に最終の意思表示がなくてもまた相続権の全部または
一部が帰属すべきであったときは，彼は，法定の相続を援用し，それによって
最終の意思表示を挫折させることはできない。彼は，最終意思に基づいて相続
を承認するか，それともそれを全く拒絶しなければならない。しかし，遺留分
が帰属する者は，その遺留分を留保して相続を放棄することができる（８０８条）。
相続人が自己に帰属した相続財産を承認または放棄する前に死亡したときは，
被相続人がこの承認，放棄の権利を排除し，または他の後位相続人を指定して
いない限り，彼の相続人がその相続を承認または放棄する権利（５３７条）を有
する（８０９条）。
ハ 遺産の引渡し前の措置
相続人が相続の承認の際に自己の相続権を十分に証明したときは，遺産の管
理と利用をなす権限が彼に移転すべきである（８１０条）。２００４年の家族法，相続
法改正法１条Z３９は，本条を改定した。改定前の通説は，この管理権は裁判所
の引渡し決定により始めて相続人に帰するとした。改正法によれば，相続人によ
る遺産の管理，利用および代理の権限のために，相続人がなすべき行為のために
法定の代理権を有するという裁判所の特別委員の承認があれば十分である（１０２）。
被相続人の債権者の担保の設定または満足のために，その債権者自らが請求
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する範囲を超えて裁判所により配慮されない。しかし債権者は，相続の承認の
意思表示を待つ義務は負わない。彼らは，遺産財団に対して彼らの請求をなし，
彼らに代わって，その請求権を行使しうる管理人が選任されることを希望する
ことができる（８１１条）。
遺産債権者，受遺者または遺留分権利者が，遺産と相続人の財産との混同に
より彼の債権が危険に瀕するおそれがあることを疎明したときは，彼は，遺産
の引渡し前に遺産と相続人の財産とを分離し，遺産を裁判所によって保管させ，
または管理人によって管理させ，遺産に対する彼の請求権を仮登記したり，補
正したりすることを請求しうる。しかしこのような場合には，相続人は，この
者が無条件に相続人となるべきことを表明したとしても，彼に対して固有財産
から責任を負う必要はない（８１２条）。
相続人または遺産管理人は，債務の状況を調査するために，自由にすべての
債権者が自己の債権の申出でおよび立証のために事情に適った時期に招集され
る公告の作成を申請し，期間経過後まで債権者が満足を得ることを中断しうる
（８１３条）。この裁判上の招集の効力は，特定の期間内に申し出なかった債権者
には，遺産が申し出られた請求権の支払により取り崩された場合，彼らに担保
権が帰属する範囲を超えて請求権が帰さないというものである（８１４条）。相続
人が彼に許容された裁判上の招集の注意を怠った場合，または彼が残りの債権
者の権利に注意を払うことなしに，直ちに申し出た債権者のある者に弁済し，
若干の債権者が，遺産が不十分であることによって弁済が受けられない場合は，
彼は，それらの者に，条件付きの相続の承認にもかかわらず，遺産が法定の順
序に従って債権者の満足のために用いられたとすれば，彼らが支払いを得たで
あろう範囲において，彼のすべての財産によって責任を負う（８１５条）。
被相続人がその最終意思の執行者（遺言執行者）を指定したときは，この行
為を引き受けるかどうかは遺言執行者の自由である。遺言執行者が執行を引き
受けたときは，彼は，権力者として被相続人の指示を自ら執行するか，または
仕事の遅い相続人にその執行を促すかを決定する義務がある（８１６条）。最終意
思の執行者が指定されていないとき，または指定された者がそれを引き受けて
いないときは，被相続人の意思をできるだけ履行すること，または履行を保証
すること，および裁判所に対してそれについて証明することは，直接的に相続
人の義務である。特定の受遺者に関しては，彼は単に受遺者に帰属する遺贈に
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ついて受遺者に情報を与えたこと（６８８条）を明らかにすれば足りる（８１７条）。
相続人が遺産の占有を取得しうる前に，税金を支払うべきこと，および被相続
人が国庫との間で相殺適状にあった場合は，そのために証明すべきことに関し
ては，政令が特別規定を包含する（８１８条）。
適正な相続人の相続承認の申立てが裁判所によって認められ，かつ同人によ
り義務の履行がなされたときは，直ちに彼に遺産が引き渡され，手続は終結す
る。その他相続人は，不動産の所有権の移転を実現するために４３６条の規定に
従わなければならない（８１９条）。
複数の相続人が遺産目録の法的利益を受けることなしに共同の遺産を承継し
たときは，それらの者は，引渡の後ですら，すべての者が一人のために，また
一人がすべての者のために，すべての相続債権者および受遺者に対して責任を
負う。しかし，彼らの間では彼らは，その相続分の割合に従って負担する義務
を負う（８２０条）。共同相続人が財産目録の法的利益を援用するときは，彼らは
引渡しの前に相続債権者と受遺者に対して５５０条に従って責任を負わなければ
ならない。引渡しがなされた後は，各人は，遺産財団を超えない負担について
自らその相続分の割合に従って責任を負う（８２１条）。
引渡しの前には，相続人の債権者は，遺産裁判所により相続人の自由な処分
に委ねられた，遺産中の個々の構成部分にのみ執行することができる（８２２条）。
本条はもともと，相続人の債権者は，彼に帰属する相続財産をすでに引渡し前
に差し止め，担保または仮登記により確保しうると規定していたが，かような
確保は明示的な留保によってのみ付与され，遺産の処理に際して現れた請求権
を害することはできず，引渡のときに始めて有効になるとされた。これは数多
くの問題を惹起したが，それは特に相続人の債権者が引渡し前の遺産に対して
いかなる権利も有しないことが原因であった。そのため第３勅令は，８２２条を，
引渡し前は相続人の債権者は，相続人に遺産裁判所により自由な処分が委ねら
れた遺産の個々の構成部分に対してのみ執行をなしうるとした（１０３）。
引渡しがなされた後でも，占有者は，より多くのまたは同じ相続権を有する
と主張する者から相続財産の移転または分割を請求されうる。個々の相続財産
物件の所有者は，相続回復請求訴訟ではなく，所有権に基づく返還請求訴訟に
よって追及される（８２３条）。被告が遺産の全部または一部を移転する義務を負
うときは，占有者によって収取された果実の返還請求権または同人によって遺
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産に投じられた費用の償還請求権は，占有の章で善意占有か悪意占有かを顧慮
して確定される原則に従って判断されるべきである。善意の第三者である占有
者は，その間に取得された相続財産物件について誰に対しても責任を負わない
（８２４条）。
ニ 遺産手続
遺産手続の管轄権を有するのは，被相続人の最後の居住地または常居所地も
しくは被相続人の財産の所在地の区裁判所である（JN（裁判管轄規則）１０５条）。
遺産手続は，遺産処理のための裁判所の業務の分割により管轄権を有する公証
人の面前の口頭の手続である。この公証人は裁判所の特別委員（Gerichtskom-
missär）と呼ばれる。遺産手続では当事者は，手続の遂行のために必要な表明，
申し立ておよび証明を文書でもなし，直接遺産裁判所に提出する（AussStrG
１４４条，裁判所特別委員法（GKG）３条１項）。このために当事者は代理人（弁
護士や公証人）を利用しうる。これらの者は相続代理人（Erbenmachthaber）
と呼ばれる。遺産裁判所は，遺産書類の登録および管理，当事者の表示，申し
立ておよび立証に関する決定，相続権紛争における手続，遺産債権者および未
知の相続人の招喚，外国官署への権利救済の申請について管轄を有し，これら
の行為は相続代理人がなすことはできない（GKG１条２項）（１０４）。
遺産手続は，死亡証書，死亡告知または死亡証明に基づいてまたはその他の
二義を許さない方法で死亡の事実を知ると直ちに職権で開始される。区裁判所
は裁判所特別委員にこれを伝える。文書による遺言およびその他の終意処分は，
裁判所特別委員に交付される（AussStrG１５１条）。遺産は通例親族の管理に委
ねられたままである。裁判所特別委員の遺産確保措置は，住居―，部屋のドア
および箱の施錠または封印，預金通帳，口座，貯蓄金庫の裁判所による閉鎖，
金銭，有価証券，預金通帳，装身具の裁判所または公証人による保管，散逸し
ていない動産の目録の作成である。遺産の引渡しまで相続人の財産は遺産から
分離される。そのため遺産債務は遺産から満足されうる。相続人の超過債務は
すでに遺産手続中に遺産債権者の請求権の行使の危険を惹起する。したがって
遺産債権者，受遺者または遺留分権利者の申立てにより遺産裁判所は遺産の分
離を許容しうる（８１２条，AussStrG１７５条）。申立人はその請求権を証明し，遺
産が相続人の債権者により持っていかれる主観的なおそれを具体的に理由づけ
なければならない。申立に関する決定の前に遺産裁判所は相続人から遺産の管
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理と利用の権限を奪い，遺産管理人を指定することもできる（１０５）。
遺産取得のための第一の要件は相続承認の表示である。相続承認の表示によ
り潜在的な相続権者は明示的に遺産の取得を表明する（AussStrG１５９条）。相
続承認の表示がかち合うときは，裁判所特別委員が合意の上での解決を目指し，
それが不奏効に終わるときは，遺産裁判所が口頭弁論を開いて権利者の相続権
を確定し，残りの相続承認の表明を棄却しなければならない（AussStrG１６１条）。
遺産手続きで相続承認の表明をなさない者でも，遺産手続き終結後３０年以内に
相続回復訴訟を提起することができる（８２３条）。相続承認の表明は撤回しえな
い。無条件の相続承認は，遺産手続締結後の被相続人の債務の相続人による無
制限の負担を意味する。複数の相続人は連帯して被相続人の債務を負担する。
しかし請求を受けた相続人は，他の共同相続人に対して内部関係において求償
権を有する。条件付きの相続承認の表明は，被相続人の負債に対する相続人の
制限的責任を意味する。この場合遺産手続後相続人は，被相続人の負債につい
て債務を負うが，その責任は取得した遺産の限度に限られる。複数の相続人は
その相続分に従って被相続人の債務を負担する。条件付き相続承認の場合裁判
所特別委員により積極財産と消極財産の目録が作成され（AussStrG１６５条１項），
遺産債権者が招喚される（AussStrG１６５条２項）。目録の作成は費用がかかる。
特殊相続放棄（qualifizierte Erbbausschlagung）とは，特定の者のために相続
が放棄され，その者が放棄者がいない場合にいずれにしても相続人にならない
であろうという場合に問題となる。受益者によって放棄のために示談金が支払
われるか否かによって相続財産の売買または相続財産の贈与として理解される。
すべての特殊相続放棄は公正証書または裁判所の登録の方式が必要である。矛
盾する相続承認の表明がなされた場合，遺産裁判所は，当事者の申立ておよび
立証の枠内で中間的な手続を行い，優越的な権利者の相続権を確定し，残りの
相続承認の表明を棄却する。この手続きの間も相続権の確定とは関係のないす
べての手続は進行する（１０６）。
遺産手続は通例何か月もかかる。この期間中も遺産の管理のために費用がか
かるし，埋葬費用や場合によっては訴訟費用も必要である。事業を営んでいた
場合は経常費用もかかる。遺産管理費用は，８１０条が規定する。それによれば，
相続権を十分に証明した相続承認を表明した相続人が共同して遺産の代理と管
理の権限を有する。この権限は法から直接生ずる。裁判所特別委員はこれにつ
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き必要な場合は権利者に相当な確認書を交付しなければならない（AussStrG
１７３条）。共同相続人間の合意により異なった代理の定めが合意されうる。共同
相続人間の不合意の場合は，遺産の管理および代理のために裁判所により遺産
管理人が選任されうる（AussStrG１７３条）。遺言執行者の選任により被相続人は
遺産の管理および代理を特定の範囲で相続人から剥奪する可能性を有する（１０７）。
無条件の相続承認の表明の場合，相続人は遺産手続の経過の中で財産の表示
をなさなければならない。それは積極的な財産価値および消極的な財産価値に
関する相続人の目録である。すべての財産が個々的に記述され，番号を付して
評価される。財産の表示の中で埋葬費用（遺産手続費用は含まれない）が遺産
債務として記録される。不正確かつ不完全な表示をした相続人ないしその代理
人は刑罰を受けうる（１０８）。
複数の共同相続人がいるときは，遺産の共有が生じる。各人は遺産の観念的
割合を相続する。共同所有関係にある複数の相続人への引渡しとともにそれが
問題になる。共同所有は，各共同相続人により請求されうる遺産分割とともに
解消される。遺産分割は通例共同相続人間の遺産分割合意の締結によりなされ
る。それは複数の相続人の合意と理解される。これは遺産裁判所手続でまたは
訴訟外で，遺産の引渡しの前または後で締結されうる。介護を義務づけられた
共同相続人，住居所有権および農家単独相続の場合にのみ分割は引渡し前に職
権でなされねばならない。介護を命じられた遺産分割合意は介護裁判所による
同意を必要とする（AussStrG１８１条）。遺産裁判所は，共同相続人間の遺産分
割を強制することはできない。引渡は一般に遺産分割の存在を顧慮することな
くなされねばならない（AussStrG１８１条）。遺産分割合意のない場合に遺産分
割の訴えによる共同相続人間の共有の解消が実行されうる。管轄裁判所は遺産
裁判所である（JN７７条２項）。実務上遺産分割は特に財産価値の高い分割不能
な遺産（住居所有権，事業）の場合に困難を提供する。相続人の不合意の場合
かような遺産は競売され，売却額が共同相続人間に分割される（WEG１２条２
項）。農家単独相続法によれば農地につき特別規定がある（１０９）。
相続人は引渡しにより最終的にすべての被相続人に帰属する財産の構成部分
を取得する。それは遺産手続の最終時点である。引渡しとともに相続人は被相
続人の権利承継者となる。占有，所有権，請求権，債務が相続人に移転する。
これは不動産についてもあてはまる。相続人は，すでに引渡しとともに不動産
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の所有権を取得するのであり，登記簿への所有権の登記によって始めて移転す
るのではない。遺産の引渡しの要件は，①積極的で，方式に適った相続承認の
表明，②相続権の証明の提出，相続人およびその持ち分の確定（AussStrG１７７
条），③目録または財産の表示の提出，④遺言履行―，遺留分―または相続分
証明の提出（AussStrG１７６条）である。引渡しは裁判所の決定によりなされる。
これは引渡し決定と呼ばれ，被相続人の氏名，その生年月日，宛先，相続権限
（相続契約，遺言，法律），相続承認表示の種類（条件付きか無条件か），相続
分および土地登記を包含する（AussStrG１７８条）。遺産から不動産が帰属する
受遺者には，申し立てにより全部の相続人の同意を得て，不動産の取得に関す
る官署の確認が交付されるべきである（AussStrG１８２条３項）。これは引渡し
決定のように裁判所の決定である。しかし受遺者は土地所有権の引渡しの枠内
ではなく，遺産裁判所の官署の確認に基づく所有権の登記により始めて取得す
る。また遺産分割合意に一致して個々の相続人または第三者に口座，預金通帳，
有価証券，金庫などに関する処分権が許容される（１１０）。
遺産裁判所の決定（引渡決定，官署の確認，その他の決定）に対して不服あ
る当事者は，直近のラント裁判所に抗告をすることができる。抗告裁判所の決
定に不服のある当事者は，特別抗告をすることができる（AussStrG６２条以下）。
最高裁判所は最終的な判断を下す。すべての訴えは遺産裁判所に提起すべきで
ある。抗告期間は１４日である（１１１）。
遺産手続終了後でも相続権を主張する者は，相続分にかなった遺産の引渡な
いし移転を引渡を受けた相続人に主張することができる（給付の訴え）。相続
回復訴訟により基本的に相続手続におけると同様の目的が追求される。遺産裁
判所における遺産手続きの後で相続回復訴訟が起こされうる。両手続きの目的
と基礎は同じであり，すでに相続手続きの対象となったが不奏功に終わった請
求権は再度相続回復訴訟で主張されえない。相続回復訴訟では引渡を受けた相
続人の住所または常居所地の裁判所が管轄権を有する（JN７７条１項）（１１２）。
遺留分請求権の遺産手続きにおける貫徹は規定されていない。遺留分請求権
は，合意されたルールがない場合は，遺留分の訴えにより主張されうる。有効
な引渡までは遺産に対する訴えが，引渡後は引渡を受けた遺言相続人に対する
訴えが提起されうる。引渡までは遺留分の訴えの場所的管轄は，被相続人の住
所地または常居所地の遺産裁判所が，この時点以後は引渡を受けた相続人の住
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所―または常居所地の遺産裁判所が有する（JN７７条１項）。遺産が遺留分の填
補に十分なときは，受贈者は持ち戻しを受けない。不足する遺留分権利者は相
続人に請求すべきである。遺産が贈与遺留分を満足させるに十分でないときは，
受贈者は不足分を支払わねばならない（９５１条１項）（１１３）。
遺贈の訴えによって遺贈の履行を求める債権的請求権が主張される。引渡が
効力を生じる前は，遺贈の訴えは遺産（管理人または相続承認をした相続人が
代理人となる）に対して，有効な引渡の後は，相続人に対して提起されうる。
引渡までは遺贈の訴えの場所的管轄は，遺産裁判所の所在地，この時点より後
は引渡を受けた相続人の住所または常居所地となる（JN７７条１項）（１１４）。

〈注〉
⑴ オーストリア一般民法典の編纂に至るまでの沿革，その思想的背景についての
研究として，例えば，H. Strakosch, Privatrechtskodifikation und Staatsbildung in
Österreich（１７５３―１８１１）（R. Oldenbourg Verlag,１９７６）S.５f．五十嵐・前掲書７５
頁以下，小野秀誠「オーストリア一般民法典（１８１１年，ABGB）の２００年―啓蒙と
官房学の結合―」一橋法学１４巻２号（２０１５年）５７９頁以下。２０１１年にはオーストリ
ア一般民法典２００年を記念して，Festschrift２００Jahre ABGB, Bd. I, Bd. II（Man-
zsche Verlag－und Universitätsbuchhandlung,２０１１）が出版されている。

⑵ 五十嵐・前掲書９８―１０９頁。
⑶ 五十嵐・前掲書８０頁。
⑷ マルティン・シャウアー「オーストリア一般民法典２００年―古い立法との共生―」
奥田安弘・マルティン・シャウアー・中東欧地域における私法の根源と近年の変革
（中央大学出版部，２０１４年）３７―３８頁。

⑸ 五十嵐・前掲書８２頁。
⑹ 奥田・シャウアー・前掲書４１―４２頁［マルティン・シャウアー］。
⑺ その例として遺贈の目的物に関する６７９条の規定やその直接的な適用の場面が喪
失した３７２条（プブリキアーナ訴権）が挙げられる（奥田・シャウアー・前掲書４３
頁［マルティン・シャウアー］。

⑻ その例として近親者の慰謝料請求権と不妊手術の失敗による損害賠償請求権が挙
げられる（奥田・シャウアー・前掲書４３―４５頁［マルティン・シャウアー］）。

⑼ Fenyves／Kerschner／Vonkilch（Hrsg.）, ２００ Jahre ABGB Evolution einer Kodifi-
kation（Verlag Österreich,２０１２）S.６１f.［J. Stabentheiner］.

⑽ Richtlinie ２００８／４８／EG des Europäischen Parlaments und des Rates vom ２３.
April ２００８ über Verbraucherkreditverträge und Aufhebung der Richtlinie ８７／
１０２／EWGG des Rates, ABl２００８L１３３／６６.
⑾ Darlehens－und Kreditrechtsänderungsgesetz（DaKRAG）, BGBl I２０１０／２８.
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⑿ FS２００Jahre ABGB（２０１１）, Bd. II, S.１１９１［Krejci］.
⒀ Festschr.２００Jahre ABGB, Bd. I, S.７１４［Welser］.
⒁ Festschr.２００Jahre ABGB, Bd. I, S.７１４［Welser］.
⒂ Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in Europa, ３. Aufl., （Zerb Verlag, ２０１５）, S. ９６０
［Haunschmidt］.
⒃ 以下のオーストリア一般民法典の邦訳は，松倉耕作・オーストリア家族法・相続
法（信山社，平成５年）４８―７９頁をも参照した。

⒄ ２０１５年の改正前のオーストリアの相続契約に関する規定は，以下のごとくであ
る；夫婦間で将来の遺産またはその一部が約束され，かつその約束が承認される相
続契約もまた締結されうる（６０２条）。登録パートナーも同様に相続契約を締結しう
る。婚約中の男女もまた婚姻を条件として締結しうる。通例当事者相互に相手方の
相続人となること，双方が死んだ場合には第三者を相続人に指定することが約定さ
れる。相続契約は公正証書の方式でのみ締結されうる（Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in
Europa,３. Aufl., S. ９７２［Haunschmidt］）。またかような契約が効力を生じるために
はそれが文書により書面による遺言のすべての要件を満たして作成されることが必
要である（１２４９条）。相続契約は原則として双方の合意のみによって取り消されう
る（Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in Europa, ３. Aufl., S. ９７３［Haunschmidt］）。介護を命
じられた配偶者は，その者に約束された，不利でない遺産を承認することができる。
しかし，その固有の遺産に関する処分は，裁判所の許可なしにそれが有効な遺言で
ある限りにおいてのみ存在しうる（１２５０条）。契約における条件について一般にい
われることは，配偶者間の相続契約にも適用されうる（１２５１条）。［公簿にすら組み
入れられた］相続契約は，配偶者が，彼が生きている限りにおいてその財産を自由
に処理することを妨げない。それから生じる権利は，被相続人の死亡を前提とする。
契約相続人が被相続人より長生きしない場合，それは彼から相手方に移転されもし
ないし，将来の相続のために担保も請求されえない（１２５２条）。相続契約により配
偶者は遺言をする権利を完全に放棄することはできない。誰かに帰属する遺留分も，
他の債務も，引き当てにすることが許されない純資産たる４分の１が，自由な最後
の指示に関する法律により常に留保される。被相続人がそれを処分しなかったとし
ても，全部の遺産が約されたであろうにもかかわらず，それは契約相続人にではな
く，法定相続人に帰属する（１２５３条）。相続契約は，それが締結された相手方たる
配偶者の不利益において撤回されうるのではなく，法の規定に従ってのみ効力を失
う。遺留分権利者には，他の最後の指示に対する場合のようにその権利が留保され
る（１２５４条）。なお，配偶者の一方の死亡による用益権の帰属に関する規定（１２５５
条～１２５８条）は，２００９年の家族法改正法１条Z９により削除された。

⒅ Festschr.２００Jahre ABGB, Bd. I, S.７３７［Welser］.
⒆ Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in Europa,３. Aufl., S.９７３［Haunschmidt］.
⒇ Festschr.２００Jahre ABGB, Bd. I, S.７３５［Welser］.
21 BG v.１１.７.１９７４BGBl１９７４／４９６; Erb R̈AG１９８９.
22 Festschr.２００Jahre ABGB, Bd. I, S.７３６［Welser］.
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36 Festschr.２００Jahre ABGB, Bd. I, S.７２５［Welser］.
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48 Gesetz vom６.７.１９３８dRGBl１９３８I Nr.１０７（S.８２５）.
49 Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in Europa,３. Aufl., S.９７０―９７１［Haunschmidt］.
50 FamRAG２００９BGBl I２００９／７５.
51 Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in Europa,３. Aufl., S.９７５［Haunschmidt］.
52 Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in Europa,３. Aufl., S.９７１［Haunschmidt］.
53 Festschr.２００Jahre ABGB, Bd. I, S.７２６―７２７［Welser］.
54 Dittrich／Tades, ABGB（Manz,２０１１）,２３. Aufl., S.３２８.
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()１０４ Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in Europa,３. Aufl., S.９７８―９７９［Haunschmidt］.
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()１１１ Sü�（Hrsg.）, Erbrecht in Europa,３. Aufl., S.９８８［Haunschmidt］.
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